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１．はじめに

小稿の目的は，所得格差解消要因としての教育効果を，インドネシアの２００２

年家計調査個別結果表を用いて，数量的に明らかにすることである。なお，教

育効果を数量的に明らかにするために，ミンサー型賃金方程式を変形した所得

関数を計測し，各教育レベルにおける教育投資の収益率を推定する。

貧困解消の手段として，また，所得格差解消手段として，教育投資の有効性

が指摘され，長年，それについて多くの研究がなされてきた。世界各国におけ

る教育投資の収益率の推計結果のサーベイは，Psacharopulos（１９９４）と

Psacharopulos and Patrinos（２００２）とによっておこなわれている(1)。インド

ネシアにおいても，同様に，教育投資について議論され，研究され，そして教

育投資が実施されてきた。インドネシアの教育投資の収益率の推計は，筆者の

管見によれば，Byron and Takahashi（１９８９）とMcMahon and Boediono（１９９２）

と Duflo（２００１）とによっておこなわれている(2)。

インドネシアにおいて，過去に多くの教育投資がなされてきたが，２０００年時

点に，インドネシアの貧困水準以下の人口比率が１９．１％と，貧困問題は解消せ

ず，依然として所得格差が存在している。したがって，所得格差解消手段とし

て，教育投資が，現時点においても有効である点を示すことが，小稿の課題で

ある。課題への接近方法として，インドネシアの家計調査である２００２年調査の
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スサナスの個別結果表を用い，ミンサー型賃金方程式を変形した所得関数を計

測し，各教育レベルにおける教育投資の収益率を推定する(3)。

なお，インドネシアの家計調査は，インドネシア語で，Survei Sosial Economi

Nasional（National Socio-economic Survey）と呼ばれ，略して，スサナス SUSENAS

と呼ばれている。以下，小稿において，インドネシアの家計調査をスサナスで

表す。

以下，２において，分析に利用するデータであるスサナスについて説明し，３

において，インドネシアの人口の３／５が居住するジャワ島内におけるスサナス

個別結果表を用いて，記述統計から，所得格差の存在を明らかにする。４にお

いて，同一データを用い，所得格差要因としての教育水準について，記述統計

から明らかにする。５において，サンプル・セレクションモデルによる所得関

数の定式化と，その計測をおこなう。６において，所得関数の計測結果を用い

て，教育投資の収益率を推定し，７はむすびにあてられる。

２．データ

スサナスは，コア（Kor）部分とモジュール（Modul）部分とに分けて，毎

年実施される。コア部分は共通部分で，毎年の調査部分に含まれるが，モジュー

ル部分は，（１）消費と所得，（２）健康，教育と住居環境，および，（３）社会文化，

犯罪と国内旅行との３部分に分かれ，各部分は３年毎に調査される。分析に用

いた２００２年は，消費と所得とが，モジュールとなった年である。

２００２年のスサナスは，２０００年の人口センサスをベースとしたマスター・サン

プリング・フレームを用いて，都市部分と農村部分との調査地域が決定された。

そして，都市部分では，２段階の選択基準で，また，農村部分では，３段階の

選択基準で，１調査地域より１６戸の家計がサンプルとして選択され，調査が実

施された(4)。なお，都市部分と農村部分との判別は，調査地域の人口密度，農

家家計の割合および公共施設へのアクセスとについてのスコアを作成して，判

別をおこなっている。

分析に用いられたデータは，インドネシア人口の３／５が居住するジャワ島部
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分の２００２年に実施されたインドネシア家計費調査の個別結果表のコア部分であ

る。コア部分には，調査家計の家族の個人情報が含まれている(5)。小稿におい

ては，調査家計の構成員中から所得のある個人を分析サンプルとして抜き出し，

以下の分析に用いた(6)。

表１は，２００２年スサナスのジャワ島内における所得のあった個人サンプル

５０，０８２個の地域別，都市農村別，男女別分布状況を示したものである。ジャワ

島全体でみれば，都市部のサンプル数は７２．３％，農村部のサンプル数は，２７．７％

となり，約３／４が都市部のサンプルとなっている。男子サンプル数は６５．２％，

女子サンプル数は３４．８％となり，約２／３弱が男子サンプルとなっており，都市

部および農村部においても，男女比率は，ほぼこの割合となっている。地域別

サンプル割合は，ジャカルタ特別州が１４．６％，西ジャワ州が２０．２％，中部ジャ

表１ ジャワ島におけるサンプルの分布状況（２００２年）

ジャカルタ
特別州
（１）

西ジャワ州

（２）

中部ジャワ州

（３）

ジョクジャカルタ
特別州
（４）

東ジャワ州

（５）

合 計

（６）

実数

都市
男子 ４，５４７ ４，９９１ ５，９９９ ９６５ ６，７４３ ２３，２４５
女子 ２，７６２ ２，２４４ ３，６９８ ５９３ ３，６７２ １２，９６９
小計 ７，３０９ ７，２３５ ９，６９７ １，５５８ １０，４１５ ３６，２１４

農村
男子 ０ ２，１２９ ３，３０６ ４６２ ３，５０３ ９，４００
女子 ０ ７５０ １，７３６ １７１ １，８１１ ４，４６８
小計 ０ ２，８７９ ５，０４２ ６３３ ５，３１４ １３，８６８

男子 計 ４，５４７ ７，１２０ ９，３０５ １，４２７ １０，２４６ ３２，６４５
女子 計 ２，７６２ ２，９９４ ５，４３４ ７６４ ５，４８３ １７，４３７
合 計 ７，３０９ １０，１１４ １４，７３９ ２，１９１ １５，７２９ ５０，０８２

構成比（Ａ）
（％）

都市
男子 １９．６ ２１．５ ２５．８ ４．２ ２９．０ １００．０
女子 ２１．３ １７．３ ２８．５ ４．６ ２８．３ １００．０
小計 ２０．２ ２０．０ ２６．８ ４．３ ２８．８ １００．０

農村
男子 ０．０ ２２．６ ３５．２ ４．９ ３７．３ １００．０
女子 ０．０ １６．８ ３８．９ ３．８ ４０．５ １００．０
小計 ０．０ ２０．８ ３６．４ ４．６ ３８．３ １００．０

男子 計 １３．９ ２１．８ ２８．５ ４．４ ３１．４ １００．０
女子 計 １５．８ １７．２ ３１．２ ４．４ ３１．４ １００．０
合 計 １４．６ ２０．２ ２９．４ ４．４ ３１．４ １００．０

構成比（Ｂ）
（％）

都市
男子 ６２．２ ４９．３ ４０．７ ４４．０ ４２．９ ４６．４
女子 ３７．８ ２２．２ ２５．１ ２７．１ ２３．３ ２５．９
小計 １００．０ ７１．５ ６５．８ ７１．１ ６６．２ ７２．３

農村
男子 ０．０ ２１．１ ２２．４ ２１．１ ２２．３ １８．８
女子 ０．０ ７．４ １１．８ ７．８ １１．５ ８．９
小計 ０．０ ２８．５ ３４．２ ２８．９ ３３．８ ２７．７

男子計 ６２．２ ７０．４ ６３．１ ６５．１ ６５．１ ６５．２
女子計 ３７．８ ２９．６ ３６．９ ３４．９ ３４．９ ３４．８
合計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

（資料）SUSENAS個別結果表。
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ワ州が２９．４％，ジョクジャカルタ特別州が４．４％，および東ジャワ州が３１．４％

であり，東ジャワ州のサンプル割合が最大で，ジョクジャカルタ特別州のサン

プル割合が最小となっている。これらサンプルを用いて，以下分析を進める。

３．所得格差

図１から図４は，所得格差の存在を視覚に訴えるために，ジャワ島全体で観

察した場合における男女別，都市農村別，都市部男女別，および農村部男女別

に，一人あたり１ヶ月所得の相対度数をヒストグラムで示したものである。な

お，これらの図の元となった度数分布表は表１のサンプルを用いて作成され，

その結果は付表１に示されている。また，以下，一人あたり１ヶ月所得を，略

して，所得と呼ぶことにする。

図１によれば，男子平均所得は女子のそれより高く，図２によれば，都市部

平均所得は農村部のそれより高く，図３によれば，都市部の男子所得が女子の

それより高く，そして，図４によれば，農村部の男子所得が女子のそれより高

い点を示し，かつ，各グループ内に所得格差が広く存在していることを知るこ

とができる。また，これら４つの図によれば，サンプルは，所得の低い方に偏っ

て分布していることがわかり，世界各国で観察されてきた分布と同一の分布を

しているといえ，対数をとれば，正規分布に近い分布をするといえよう。

表２は，男女間，都市農村間，およびそれぞれの組み合わせ間における平均

所得に明確な差が存在する点を，平均値の差の検定をおこなうことによって示

したものである。表２において，単純平均値の差の検定と，図１から図４の観

察結果を考慮した対数平均値の差の検定とがおこなわれた。また，それらの検

定において２つのグループの分散が等しいと仮定した場合と，それらが異なる

と仮定した場合との検定がおこなわれた。表２よれば，いずれの場合も，統計

的に非常に高い確率で，分割した２グループ間の平均所得間に差が存在するこ

とが明らかである。ジャカルタ特別州における所得が他の州のそれより高い点

を考慮して，ジャカルタ特別州を除外したサンプルを用いて同様の検定を試み

たが，結果は同一であった。なお，地域別の所得の度数分布，および地域別平
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均所得については，付表２を参照されたい。

表３は，産業別に男女間と都市農村間における所得格差の存在を，平均値の

差の検定によって示したものである。なお，産業別男女および都市農村におけ

るサンプル数と，産業別所得の度数分布とについては，付表３と付表４とを参

照されたい。また，これらの表において，無職という分類は，産業について無

表２ 男女間および都市農村間における所得平均値格差の検定（ジャワ島，２００２年）
（階級単位：万ルピア／人／月）

平均値

（１）

サンプル数

（２）

平均値の差の検定 平均値（２）

（５）

対数平均値

（６）

平均値の差の検定
t－値
（３）

p－値
（４）

t－値
（７）

p－値
（８）

男子 ７９．８ ２３，２４５ １７．８５ ０．０００１ ５７．８ ４．０５７ ５４．７２ ０．０００１
都市 女子 ５４．３ １２，９６９ （１８．０４） ０．０００１ ３５．７ ３．５７５ （５２．４６） ０．０００１

合計 ７０．７ ３６，２１４ ４８．６ ３．８８４
男子 ４８．０ ９，４００ １４．９１ ０．０００１ ３６．８ ３．６０５ ４３．９９ ０．０００１

農村 女子 ２９．５ ４，４６８ （１６．８９） ０．０００１ １９．８ ２．９８７ （４１．８１） ０．０００１
合計 ４２．１ １３，８６８ ３０．１ ３．４０６
男子 ７０．７ ３２，６４５ ２０．６４ ０．０００１ ５０．８ ３．９２７ ６４．８４ ０．０００１

合計 女子 ４７．９ １７，４３７ （２０．９７） ０．０００１ ３０．７ ３．４２４ （６１．８８） ０．０００１
ジャワ島 合計 ６２．７ ５０，０８２ ４２．６ ３．７５２

都市 ７９．８ ２３，２４５ ２１．９２ ０．０００１ ５７．８ ４．０５７ ４９．２１ ０．０００１
男子 農村 ４８．０ ９，４００ （２７．３３） ０．０００１ ３６．８ ３．６０５ （４９．８１） ０．０００１

合計 ７０．７ ３２，６４５ ５０．８ ３．９２７
都市 ５４．３ １２，９６９ １２．６９ ０．０００１ ３５．７ ３．５７５ ３８．９４ ０．０００１

女子 農村 ２９．５ ４，４６８ （１８．２３） ０．０００１ １９．８ ２．９８７ （３９．６１） ０．０００１
合計 ４７．９ １７，４３７ ３０．７ ３．４２４
都市 ７０．７ ３６，２１４ ２４．４６ ０．０００１ ４８．６ ３．８８４ ５７．４５ ０．０００１

合計 農村 ４２．１ １３，８６８ （３１．６４） ０．０００１ ３０．１ ３．４０６ （５７．８２） ０．０００１
合計 ６２．７ ５０，０８２ ４２．６ ３．７５２
男子 ６８．５ １８，６９８ １５．８７ ０．０００１ ５２．５ ３．９６１ ５０．９５ ０．０００１

都市 女子 ４５．９ １０，２０７ （１４．４５） ０．０００１ ３２．２ ３．４７２ （４８．５６） ０．０００１
合計 ６２．３ ２８，９０５ ４４．２ ３．７８８
男子 ４８．０ ９，４００ １４．９１ ０．０００１ ３６．８ ３．６０５ ４３．９９ ０．０００１

農村 女子 ２９．５ ４，４６８ （１６．８９） ０．０００１ １９．８ ２．９８７ （４１．８１） ０．０００１
合計 ４２．１ １３，８６８ ３０．１ ３．４０６
男子 ６２．６ ２８，０９８ １９．７８ ０．０００１ ４６．６ ３．８４２ ６３．５０ ０．０００１

合計 女子 ４２．７ １４，６７５ （１８．３６） ０．０００１ ２７．８ ３．３２４ （６０．３２） ０．０００１
ジャワ島 合計 ５５．７ ４２，７７３ ３９．０ ３．６６４
（除くジャカルタ 都市 ６９．９ １８，６９８ １９．４３ ０．０００１ ５２．５ ３．９６１ ３８．４３ ０．０００１
特別州） 男子 農村 ４８．０ ９，４００ （２０．９６） ０．０００１ ３６．８ ３．６０５ （３８．３５） ０．０００１

合計 ６２．６ ２８，０９８ ４６．６ ３．８４２
都市 ４８．５ １０，２０７ ９．３１ ０．０００１ ３２．２ ３．４７２ ３１．５５ ０．０００１

女子 農村 ２９．５ ４，４６８ （１２．４９） ０．０００１ １９．８ ２．９８７ （３１．７３） ０．０００１
合計 ４２．７ １４，６７５ ２７．８ ３．３２４
都市 ６２．３ ２８，９０５ １９．８８ ０．０００１ ４４．２ ３．７８８ ４５．２８ ０．０００１

合計 農村 ４２．１ １３，８６８ （２３．１８） ０．０００１ ３０．１ ３．４０６ （４５．０４） ０．０００１
合計 ５５．７ ４２，７７３ ３９．０ ３．６６４

（資料）SUSENAS個別結果表。
（注）平均値の差の検定は男女間および都市農村間についておこなった。なお，t－値は，分散が等しいと仮定した場合

はそのまま表示し，分散が異なると仮定した場合については，カッコ内に表示した。平均値（２）は，幾何平均値で
あり，この場合の平均値の差の検定は，対数平均値についておこなった。
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回答者を無職とした。表３によれば，多くの産業において，男女間および都市

農村間において所得格差の存在が統計的に明白である。しかし，例外もあり，

鉱業の都市農村間，金融・不動産業の男女間と都市農村間，および，無職の都

市農村間においては統計的な差が認められない。また，鉱業の男女間，ビジネ

ス・サービス業の男女間，その他サービス業の都市農村間，および，無職の男

女間において，グループ間に同一の分散を仮定した場合，平均値の差が認めら

れないが，異なる分散仮定した場合，平均値の差が認められ，異なる分散の仮

定がもっともらしく，これらにおいて差が存在するといえよう。したがって，

鉱業の都市農村間，金融・不動産業の男女間と都市農村間，および，無職の都

市農村間を例外として，各産業において，男女間，および都市農村間において

所得格差が存在しているといえよう。

４．所得格差要因としての教育水準

表４は，２００２年スサナスのジャワ島内における所得のあった個人サンプル

５０，０８２個の最終学歴としての教育水準別，地域別，都市農村別，男女別分布状

況を示したものである。なお，無教育は，教育水準についての質問において無

回答であったサンプルを無教育とした。表４によれば，ジャワ島全体で，小学

校卒業が２５．９％と最も多く，次いで高等学校卒業が１９．９％と多く，中学校卒業

１６．５％，職業高等学校卒業１０．７％，小学校中退８．８％，ディプロマⅣ（＝大学

卒業）７．６％と続き，無教育者が３．４％も存在していることがわかる。男女別に，

教育水準別サンプル数を比較した場合（（７）列と（８）列との比較），構成比率は

異なり，男子の高学歴比率が観察されるが，大小の順序に変化が観察されず，

女子無教育者の比率が，６．４％まで上昇を示した。都市農村間における教育水

準別サンプル数を比較した場合（（３）列と（６）列との比較），教育水準別サンプ

ルの構成比は大きく異なる点が観察される。すなわち，都市部の場合，高等学

校卒業が２４．１％と最も多く，小学校卒業２０．９％，中学校卒業１６．６％，職業高等

学校卒業１２．４％，ディプロマⅣ（＝大学卒業）９．４％，小学校中退６．３％と続き，

ジャワ島全体の平均と異なる点が観察される。また，農村部の場合，小学校卒
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表
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業が３８．７％と最も多く，中学校卒業１６．４％，小学校中退１５．４％，高等学校卒業

９．１％，無教育６．７％，職業高等学校卒業６．４％と続き，農村部に較べ，都市部

の高学歴の比率が高い点が観察される。また，都市内部および農村内部におけ

る男女間の比較において，女子に較べて男子の高学歴の比率の高い点が観察さ

れる。農村部女子の無教育サンプルが，１３．１％にもなっている点に注意が必要

である。

表５は，ジャワ島全体のサンプルを用いた最終学歴としての教育水準別所得

の度数分布表である。表５によれば，教育水準の高まりとともに，所得分布の

表４ 都市農村別男女別教育水準別サンプルの分布（ジャワ島，２００２年）

都 市 農 村
男子計
（７）

女子計
（８）

合 計
（９）

男子
（１）

女子
（２）

小計
（３）

男子
（４）

女子
（５）

小計
（６）

実 数

無教育 ２３２ ５２７ ７５９ ３３８ ５８４ ９２２ ５７０ １，１１１ １，６８１
小学校中退 １，３２７ ９６４ ２，２９１ １，３２７ ８１１ ２，１３８ ２，６５４ １，７７５ ４，４２９
小学校卒業 ４，６４４ ２，９３８ ７，５８２ ３，７７４ １，５９１ ５，３６５ ８，４１８ ４，５２９ １２，９４７
中学校卒業 ３，９８０ ２，０２７ ６，００７ １，６７４ ６０４ ２，２７８ ５，６５４ ２，６３１ ８，２８５
高等学校卒業 ６，０７０ ２，６４８ ８，７１８ ９８２ ２７５ １，２５７ ７，０５２ ２，９２３ ９，９７５
職業高等学校卒業 ３，１７５ １，３０７ ４，４８２ ６５４ ２３０ ８８４ ３，８２９ １，５３７ ５，３６６
ディプロマⅠ又はⅡ修了 ４４３ ５７７ １，０２０ ２４０ ２０５ ４４５ ６８３ ７８２ １，４６５
ディプロマⅢ修了 １，００２ ７０４ １，７０６ １２８ ５５ １８３ １，１３０ ７５９ １，８８９
ディプロマⅣ修了 ２，１９０ １，２２９ ３，４１９ ２７９ １１２ ３９１ ２，４６９ １，３４１ ３，８１０
修士又は博士課程修了 １８２ ４８ ２３０ ４ １ ５ １８６ ４９ ２３５

合 計 ２３，２４５ １２，９６９ ３６，２１４ ９，４００ ４，４６８ １３，８６８ ３２，６４５ １７，４３７ ５０，０８２

構成比（Ａ）
（％）

無教育 １３．８ ３１．４ ４５．２ ２０．１ ３４．７ ５４．８ ３３．９ ６６．１ １００．０
小学校中退 ３０．０ ２１．８ ５１．７ ３０．０ １８．３ ４８．３ ５９．９ ４０．１ １００．０
小学校卒業 ３５．９ ２２．７ ５８．６ ２９．１ １２．３ ４１．４ ６５．０ ３５．０ １００．０
中学校卒業 ４８．０ ２４．５ ７２．５ ２０．２ ７．３ ２７．５ ６８．２ ３１．８ １００．０
高等学校卒業 ６０．９ ２６．５ ８７．４ ９．８ ２．８ １２．６ ７０．７ ２９．３ １００．０
職業高等学校卒業 ５９．２ ２４．４ ８３．５ １２．２ ４．３ １６．５ ７１．４ ２８．６ １００．０
ディプロマⅠ又はⅡ修了 ３０．２ ３９．４ ６９．６ １６．４ １４．０ ３０．４ ４６．６ ５３．４ １００．０
ディプロマⅢ修了 ５３．０ ３７．３ ９０．３ ６．８ ２．９ ９．７ ５９．８ ４０．２ １００．０
ディプロマⅣ修了 ５７．５ ３２．３ ８９．７ ７．３ ２．９ １０．３ ６４．８ ３５．２ １００．０
修士又は博士課程修了 ７７．４ ２０．４ ９７．９ １．７ ０．４ ２．１ ７９．１ ２０．９ １００．０

合 計 ４６．４ ２５．９ ７２．３ １８．８ ８．９ ２７．７ ６５．２ ３４．８ １００．０

構成比（Ｂ）
（％）

無教育 １．０ ４．１ ２．１ ３．６ １３．１ ６．７ １．８ ６．４ ３．４
小学校中退 ５．７ ７．４ ６．３ １４．１ １８．２ １５．４ ８．１ １０．２ ８．８
小学校卒業 ２０．０ ２２．７ ２０．９ ４０．１ ３５．６ ３８．７ ２５．８ ２６．０ ２５．９
中学校卒業 １７．１ １５．６ １６．６ １７．８ １３．５ １６．４ １７．３ １５．１ １６．５
高等学校卒業 ２６．１ ２０．４ ２４．１ １０．４ ６．２ ９．１ ２１．６ １６．８ １９．９
職業高等学校卒業 １３．７ １０．１ １２．４ ７．０ ５．２ ６．４ １１．７ ８．８ １０．７
ディプロマⅠ又はⅡ修了 １．９ ４．５ ２．８ ２．６ ４．６ ３．２ ２．１ ４．５ ２．９
ディプロマⅢ修了 ４．３ ５．４ ４．７ １．４ １．２ １．３ ３．５ ４．４ ３．８
ディプロマⅣ修了 ９．４ ９．５ ９．４ ３．０ ２．５ ２．８ ７．６ ７．７ ７．６
修士又は博士課程修了 ０．８ ０．４ ０．６ ０．０ ０．０ ０．０ ０．６ ０．３ ０．５

合 計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

（資料）SUSENAS個別結果表。

－１９８－ インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析

高所得方向へのシフトが観察され，所得と教育水準との間に正の相関関係が存

在しているといえる。同一の相関関係は，サンプルを男女別に分割した場合，

および，都市農村別に分割した場合においても観察される。これらの相関表は，

付表５から付表８に示されているので，参照されたい。

表６は，各教育水準別に，男女間，および都市農村間に平均所得の差の検定

をおこなったものである。表６によれば，修士又は博士課程修了者の場合，グ

ループ間の分散を同一と仮定した場合，平均所得の差が統計的に認められな

表５ 所得と教育水準との相関表（ジャワ島，２００２年）
（階級単位：万ルピア／人／月）

階 級

無教育

（１）

小学校
中 退

（２）

小学校
卒 業

（３）

中学校
卒 業

（４）

高等学校
卒 業

（５）

職業高等
学校卒業

（６）

ディプロマ
Ⅰ又はⅡ
修了
（７）

ディプロマ
Ⅲ修了

（８）

ディプロマ
Ⅳ修了

（９）

修士又は
博士課程
修了
（１０）

合 計

（１１）
－１０未満 ３０３ ４６６ ６５４ ２４９ １８６ ８８ ４０ １５ ３８ ０ ２，０３９

１０以上－２０未満 ６８８ １，１３９ ２，４４９ ９１６ ３８０ ２５８ ４９ ４０ ９５ ２ ６，０１６
２０以上－３０未満 ３５４ ９５８ ２，５９５ １，３３８ ７４８ ４７１ ５５ ４６ １０１ ２ ６，６６８
３０以上－４０未満 １８２ ７２８ ２，４４５ １，５４６ １，１４７ ６９８ ４１ ７２ １１４ ２ ６，９７５
４０以上－５０未満 ７６ ５４５ １，９７６ １，３３４ １，２６１ ７１４ ５５ ６９ １２６ １ ６，１５７
５０以上－６０未満 ２７ ２０１ ８６０ ７１１ １，００４ ４７２ ５５ ９４ １５７ ３ ３，５８４
６０以上－７０未満 ２６ ２０４ ９１６ ７４５ ９８２ ５１６ ６６ １０７ １２４ ３ ３，６８９
７０以上－８０未満 １２ ７８ ４６３ ４７７ ９１２ ４２０ ７９ １４１ １９７ ２ ２，７８１
８０以上－９０未満 ４ ４０ ２４４ ３１１ ８３５ ３８３ １２５ １７０ ２４３ ２ ２，３５７
９０以上－１００未満 ４ ２３ １５２ ２０１ ５７３ ３２８ １７４ １４８ ２５２ ４ １，８５９
１００以上－１１０未満 ２ １２ ５０ １３４ ４９４ ２２５ １４５ １６８ ３６２ １７ １，６０９
１１０以上－１２０未満 ０ ３ １６ ５１ １７７ １４２ １３７ ８０ １６７ ２ ７７５
１２０以上－１３０未満 １ １５ ４０ ９５ ３７６ ２４２ １７９ １７５ ３２０ １１ １，４５４
１３０以上－１４０未満 ０ ３ １２ ３７ １３４ ８８ ７８ ７４ １５９ ９ ５９４
１４０以上－１５０未満 ０ ２ ６ ２０ ８４ ５５ ５３ ５２ １１２ ５ ３８９
１５０以上－１６０未満 １ ２ ３２ ４３ ２７２ １１７ ５４ １５０ ３３２ ３０ １，０３３
１６０以上－１７０未満 ０ １ ２ １１ ５２ ２４ １２ ２９ ５２ ３ １８６
１７０以上－１８０未満 ０ ２ ６ １１ ４６ ２３ １３ ２８ ８７ １２ ２２８
１８０以上－１９０未満 ０ ０ ３ ８ ４７ １４ ７ ２８ ７１ １７ １９５
１９０以上－２００未満 ０ ０ ０ ２ ９ ４ ４ ５ ３０ ６ ６０
２００以上－２１０未満 ０ ０ ７ １４ ９７ ３０ １０ ５５ １７８ ２５ ４１６
２１０以上－２２０未満 １ ０ ２ ２ ２ ６ ０ １１ １６ ５ ４５
２２０以上－２３０未満 ０ １ ０ ２ １５ １ １ ８ ２２ ５ ５５
２３０以上－２４０未満 ０ ０ ０ １ ５ ４ １ ５ １１ １ ２８
２４０以上－２５０未満 ０ ０ １ ０ ４ ２ ２ ５ ７ ０ ２１
２５０以上－２６０未満 ０ １ １ ３ ３３ １５ ６ ２７ １０５ １４ ２０５
２６０以上－２７０未満 ０ １ ０ ０ ５ １ ２ ３ ７ １ ２０
２７０以上－２８０未満 ０ ０ ０ １ ７ １ ３ ６ １８ ３ ３９
２８０以上－２９０未満 ０ ０ １ ０ ２ ０ ０ ２ １１ ０ １６
２９０以上－３００未満 ０ ０ ０ ０ ２ ０ １ ２ ６ １ １２
３００以上－ ０ ４ １４ ２２ ８４ ２４ １８ ７４ ２９０ ４７ ５７７

合 計 １，６８１ ４，４２９ １２，９４７ ８，２８５ ９，９７５ ５，３６６ １，４６５ １，８８９ ３，８１０ ２３５ ５０，０８２

（資料）SUSENAS個別結果表。

インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析 －１９９－



－２００－ インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析

かったが，他の教育水準において，男女間および都市農村間に明白な平均所得

差が統計的に認められる点が観察され，各教育水準においても所得格差が存在

しているといえる。

５．所得関数の計測

一般に，賃金格差と教育の関係を数量的に明らかにし，教育投資の収益率を

推定する場合，ミンサー型の賃金関数が計測される(7)。しかし，スサナスの所

得部分は，賃金以外の地代，利子および利潤の混合所得となっているので，小

稿において，ミンサー型賃金関数を考慮，変形した所得関数を計測し，教育水

準の収益率を推定する。このような方式で教育の収益率を推定する場合，教育

を受けながら，家庭の主婦として家事に専念し，何ら所得を得ていない人々を

いかに対処するかが問題であり，多くの推定において，サンプル・セレクショ

ンモデルを用いて，対処してきた(8)。

したがって，小稿の目的とする所得関数を計測するためには，上記で用いた

スサナスの情報のみでは，情報不足であるが，幸い，スサナスのコア部分には，１０

歳以上の家族構成員の主な日常活動が（１）所得の稼得，（２）通学，（３）家事，お

よび（４）その他のどれに相当するかの情報が存在している。

表７は，ジャワ島内の５つの州の家族構成員全サンプル中より，主に（３）家

事に従事し，所得ゼロのサンプルを抜き出した結果の６０，０８７個のサンプルにつ

いて，地域別，都市農村別，男女別に分布状況を示したものである。表７によ

れば，主に家事に従事したサンプル数は，東ジャワ州３７．１％で一番多く，中部

ジャワ州２８．５％，西ジャワ州２３．５％，ジャカルタ特別州７．７％，ジョクジャカ

ルタ特別州３．２％と続く。男女別では，ジャワ島全体で，女子９６．２％と圧倒的

に多く，西ジャワ州の女子９８．１％とジャカルタ特別州の女子９７．５％が多く，ジョ

クジャカルタ特別州の女子９０．７％が最小となっている。都市農村別では，ジャ

ワ島全体で，都市部における女子家事従事者の比率が農村部のそれより高く

なっており，また，中部ジャワ州と東ジャワ州において，農村部における女子

家事従事者の比率が，都市部より大きくなっているが，残りの３つの州におい

インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析 －２０１－
表
６
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て，それは逆の状態となっている。

表８は，表７のサンプルを，教育水準別に再分類したものである。教育水準

別に観察すれば，高学歴になるにしたがって都市部女子の家事従事者比率が高

くなる傾向にあり，農村部女子のそれが，都市部と逆の傾向が存在する。

表９は，表７において抽出したサンプルを，従事産業別に分類したものであ

る。家事従事を主としているから，無職に分類されるのが当然であると想定さ

れ，ジャワ島全体で，８２．０％のサンプルが，無職となっている。しかし，１３．３％

が農林水産業，２．６％が商業，１．１％が製造業，０．５％がその他サービス業，そ

して，０．４％が鉱業と答えている。これらのサンプルは，家内経営の事業にお

いて，無給の労働を提供していると考えられる。この推測は，農林水産業や商

業の比率が高いことによって支持される。また，男子の場合，表７，表８およ

表７ ジャワ島における家事従事サンプルの分布状況（２００２年）

ジャカルタ
特別州
（１）

西ジャワ州

（２）

中部ジャワ州

（３）

ジョクジャカルタ
特別州
（４）

東ジャワ州

（５）

合 計

（６）

実数

都市
男子 １１７ １６２ ３７１ １２２ ５７８ １，３５０
女子 ４，５０１ ７，３３８ ７，２９２ ９４４ ９，３９１ ２９，４６６
小計 ４，６１８ ７，５００ ７，６６３ １，０６６ ９，９６９ ３０，８１６

農村
男子 ０ １０６ ３１４ ５９ ４７１ ９５０
女子 ０ ６，５２６ ９，１２４ ８２３ １１，８４８ ２８，３２１
小計 ０ ６，６３２ ９，４３８ ８８２ １２，３１９ ２９，２７１

男子 計 １１７ ２６８ ６８５ １８１ １，０４９ ２，３００
女子 計 ４，５０１ １３，８６４ １６，４１６ １，７６７ ２１，２３９ ５７，７８７
合 計 ４，６１８ １４，１３２ １７，１０１ １，９４８ ２２，２８８ ６０，０８７

構成比（Ａ）
（％）

都市
男子 ８．７ １２．０ ２７．５ ９．０ ４２．８ １００．０
女子 １５．３ ２４．９ ２４．７ ３．２ ３１．９ １００．０
小計 １５．０ ２４．３ ２４．９ ３．５ ３２．４ １００．０

農村
男子 ０．０ １１．２ ３３．１ ６．２ ４９．６ １００．０
女子 ０．０ ２３．０ ３２．２ ２．９ ４１．８ １００．０
小計 ０．０ ２２．７ ３２．２ ３．０ ４２．１ １００．０

男子 計 ５．１ １１．７ ２９．８ ７．９ ４５．６ １００．０
女子 計 ７．８ ２４．０ ２８．４ ３．１ ３６．８ １００．０
合 計 ７．７ ２３．５ ２８．５ ３．２ ３７．１ １００．０

構成比（Ｂ）
（％）

都市
男子 ２．５ １．２ ２．２ ６．３ ２．６ ２．３
女子 ９７．５ ５１．９ ４２．６ ４８．５ ４２．１ ４９．０
小計 １００．０ ５３．１ ４４．８ ５４．７ ４４．７ ５１．３

農村
男子 ０．０ ０．８ １．８ ３．０ ２．１ １．６
女子 ０．０ ４６．２ ５３．４ ４２．２ ５３．２ ４７．１
小計 ０．０ ４６．９ ５５．２ ４５．３ ５５．３ ４８．７

男子計 ２．５ １．９ ４．０ ９．３ ４．７ ３．８
女子計 ９７．５ ９８．１ ９６．０ ９０．７ ９５．３ ９６．２
合計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

（資料）SUSENAS個別結果表。

－２０２－ インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析

び表９の観察結果を通じて，これらのサンプルに失業者を含んでいる可能性を

示唆している。女子の場合ももちろんである。しかし，小稿の場合，失業とい

う点に何ら考慮せず，以下の分析を進める。

表８によって，教育を受けながら，所得ゼロの多くのサンプルの存在を知っ

た。このような学歴がありながら所得ゼロとなる多数のサンプルを無視した場

合も，これらを含めた場合も，最小二乗法で推定された回帰式の推定値に偏り

が生じることが知られている。したがって，これらのサンプルを考慮した次の

ようなサンプル・セレクションモデルによる所得関数を計測する(9)。

表８ 都市農村別男女別教育水準別家事従事サンプルの分布（ジャワ島，２００２年）

都 市 農 村
男子計
（７）

女子計
（８）

合 計
（９）

男子
（１）

女子
（２）

小計
（３）

男子
（４）

女子
（５）

小計
（６）

実 数

無教育 ９０ ２，８００ ２，８９０ １９６ ５，８２６ ６，０２２ ２８６ ８，６２６ ８，９１２
小学校中退 １７６ ３，８７４ ４，０５０ １９４ ５，９９１ ６，１８５ ３７０ ９，８６５ １０，２３５
小学校卒業 ３３８ ９，１９１ ９，５２９ ３１７ １１，９０８ １２，２２５ ６５５ ２１，０９９ ２１，７５４
中学校卒業 ２４３ ５，５１６ ５，７５９ １２７ ３，０３９ ３，１６６ ３７０ ８，５５５ ８，９２５
高等学校卒業 ２７２ ５，４３６ ５，７０８ ５５ １，０２８ １，０８３ ３２７ ６，４６４ ６，７９１
職業高等学校卒業 １３２ １，５０５ １，６３７ ４４ ３９８ ４４２ １７６ １，９０３ ２，０７９
ディプロマⅠ又はⅡ修了 １４ １４８ １６２ ４ ２５ ２９ １８ １７３ １９１
ディプロマⅢ修了 ４３ ４１９ ４６２ ４ ２８ ３２ ４７ ４４７ ４９４
ディプロマⅣ修了 ４１ ５７１ ６１２ ９ ７７ ８６ ５０ ６４８ ６９８
修士又は博士課程修了 １ ６ ７ ０ １ １ １ ７ ８

合 計 １，３５０ ２９，４６６ ３０，８１６ ９５０ ２８，３２１ ２９，２７１ ２，３００ ５７，７８７ ６０，０８７

構成比（Ａ）
（％）

無教育 １．０ ３１．４ ３２．４ ２．２ ６５．４ ６７．６ ３．２ ９６．８ １００．０
小学校中退 １．７ ３７．９ ３９．６ １．９ ５８．５ ６０．４ ３．６ ９６．４ １００．０
小学校卒業 １．６ ４２．２ ４３．８ １．５ ５４．７ ５６．２ ３．０ ９７．０ １００．０
中学校卒業 ２．７ ６１．８ ６４．５ １．４ ３４．１ ３５．５ ４．２ ９５．９ １００．０
高等学校卒業 ４．０ ８０．０ ８４．１ ０．８ １５．１ １５．９ ４．８ ９５．２ １００．０
職業高等学校卒業 ６．４ ７２．４ ７８．７ ２．１ １９．１ ２１．３ ８．５ ９１．５ １００．０
ディプロマⅠ又はⅡ修了 ７．３ ７７．５ ８４．８ ２．１ １３．１ １５．２ ９．４ ９０．６ １００．０
ディプロマⅢ修了 ８．７ ８４．８ ９３．５ ０．８ ５．７ ６．５ ９．５ ９０．５ １００．０
ディプロマⅣ修了 ５．９ ８１．８ ８７．７ １．３ １１．０ １２．３ ７．２ ９２．８ １００．０
修士又は博士課程修了 １２．５ ７５．０ ８７．５ ０．０ １２．５ １２．５ １２．５ ８７．５ １００．０

合 計 ２．３ ４９．０ ５１．３ １．６ ４７．１ ４８．７ ３．８ ９６．２ １００．０

構成比（Ｂ）
（％）

無教育 ６．７ ９．５ ９．４ ２０．６ ２０．６ ２０．６ １２．４ １４．９ １４．８
小学校中退 １３．０ １３．１ １３．１ ２０．４ ２１．２ ２１．１ １６．１ １７．１ １７．０
小学校卒業 ２５．０ ３１．２ ３０．９ ３３．４ ４２．０ ４１．８ ２８．５ ３６．５ ３６．２
中学校卒業 １８．０ １８．７ １８．７ １３．４ １０．７ １０．８ １６．１ １４．８ １４．９
高等学校卒業 ２０．１ １８．４ １８．５ ５．８ ３．６ ３．７ １４．２ １１．２ １１．３
職業高等学校卒業 ９．８ ５．１ ５．３ ４．６ １．４ １．５ ７．７ ３．３ ３．５
ディプロマⅠ又はⅡ修了 １．０ ０．５ ０．５ ０．４ ０．１ ０．１ ０．８ ０．３ ０．３
ディプロマⅢ修了 ３．２ １．４ １．５ ０．４ ０．１ ０．１ ２．０ ０．８ ０．８
ディプロマⅣ修了 ３．０ １．９ ２．０ ０．９ ０．３ ０．３ ２．２ １．１ １．２
修士又は博士課程修了 ０．１ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

合 計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

（資料）SUSENAS個別結果表。
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Y1
＊＝X’1β1＋u1 （１）

Y2
＊＝X’2β2＋u2 （２）

logYi＝Y2i
＊ when Y1i

＊＞０ （i＝１……n） （３‐１）

Yi＝０ when Y1i
＊＝０ （i＝１……n） （３‐２）

表９ 都市農村別男女別産業別家事従事サンプルの分布（ジャワ島，２００２年）

都 市 農 村
男子計
（７）

女子計
（８）

合 計
（９）

男子
（１）

女子
（２）

小計
（３）

男子
（４）

女子
（５）

小計
（６）

実 数

農林水産業 １１５ １，４７５ １，５９０ ２４４ ６，１５３ ６，３９７ ３５９ ７，６２８ ７，９８７
鉱業 ７ １２６ １３３ ２ １１０ １１２ ９ ２３６ ２４５
製造業 １２ ２１５ ２２７ ６ ４１５ ４２１ １８ ６３０ ６４８
電気・ガス・水道業 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
建設業 １９ ５ ２４ ４ ０ ４ ２３ ５ ２８
商業 ３６ ９８４ １，０２０ １８ ５３０ ５４８ ５４ １，５１４ １，５６８
運輸・通信業 １２ ７ １９ ２ ２ ４ １４ ９ ２３
金融・不動産業 ０ １６ １６ ０ ０ ０ ０ １６ １６
ビジネス・サービス業 ０ ７ ７ ０ ０ ０ ０ ７ ７
一般政府 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
その他サービス業 １７ １８９ ２０６ １ ７９ ８０ １８ ２６８ ２８６
無職 １，１３２ ２６，４４２ ２７，５７４ ６７３ ２１，０３２ ２１，７０５ １，８０５ ４７，４７４ ４９，２７９

合 計 １，３５０ ２９，４６６ ３０，８１６ ９５０ ２８，３２１ ２９，２７１ ２，３００ ５７，７８７ ６０，０８７

構成比（Ａ）
（％）

農林水産業 １．４ １８．５ １９．９ ３．１ ７７．０ ８０．１ ４．５ ９５．５ １００．０
鉱業 ２．９ ５１．４ ５４．３ ０．８ ４４．９ ４５．７ ３．７ ９６．３ １００．０
製造業 １．９ ３３．２ ３５．０ ０．９ ６４．０ ６５．０ ２．８ ９７．２ １００．０
電気・ガス・水道業
建設業 ６７．９ １７．９ ８５．７ １４．３ ０．０ １４．３ ８２．１ １７．９ １００．０
商業 ２．３ ６２．８ ６５．１ １．２ ３３．８ ３４．９ ３．４ ９６．６ １００．０
運輸・通信業 ５２．２ ３０．４ ８２．６ ８．７ ８．７ １７．４ ６０．９ ３９．１ １００．０
金融・不動産業 ０．０ １００．０ １００．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ １００．０ １００．０
ビジネス・サービス業 ０．０ １００．０ １００．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ １００．０ １００．０
一般政府
その他サービス業 ５．９ ６６．１ ７２．０ ０．４ ２７．６ ２８．０ ６．３ ９３．７ １００．０
無職 ２．３ ５３．７ ５６．０ １．４ ４２．７ ４４．０ ３．７ ９６．３ １００．０

合 計 ２．３ ４９．０ ５１．３ １．６ ４７．１ ４８．７ ３．８ ９６．２ １００．０

構成比（Ｂ）
（％）

農林水産業 ８．５ ５．０ ５．２ ２５．７ ２１．７ ２１．９ １５．６ １３．２ １３．３
鉱業 ０．５ ０．４ ０．４ ０．２ ０．４ ０．４ ０．４ ０．４ ０．４
製造業 ０．９ ０．７ ０．７ ０．６ １．５ １．４ ０．８ １．１ １．１
電気・ガス・水道業 ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
建設業 １．４ ０．０ ０．１ ０．４ ０．０ ０．０ １．０ ０．０ ０．０
商業 ２．７ ３．３ ３．３ １．９ １．９ １．９ ２．４ ２．６ ２．６
運輸・通信業 ０．９ ０．０ ０．１ ０．２ ０．０ ０．０ ０．６ ０．０ ０．０
金融・不動産業 ０．０ ０．１ ０．１ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
ビジネス・サービス業 ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
一般政府 ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
その他サービス業 １．３ ０．６ ０．７ ０．１ ０．３ ０．３ ０．８ ０．５ ０．５
無職 ８３．９ ８９．７ ８９．５ ７０．８ ７４．３ ７４．２ ７８．５ ８２．２ ８２．０

合 計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

（資料）SUSENAS個別結果表。
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なお，ベクトル Y1
＊の要素 Y1i

＊は所得の有無を示し，Y1i
＊が正の場合のみ，ベ

クトル Y2
＊の要素である所得 Y2i

＊が logYiとして観測され（後の記述を省略する

ために，対数変換後の形で表現した），Y1i
＊が正でない場合，所得 Y2i

＊が Yi＝０

として観測されるわけである。X’1と X’2とは，それぞれ所得関数の説明ベクト

ルであり，β1とβ2とは推定すべきパラメーターベクトルである。そして，u1

と u2とは確率誤差項ベクトルである。

すなわち，（１）式で各家計の構成員における所得稼得行動の有無を判別し，（２）

式で稼得所得額を決定する。そして，（３‐１）式と（３‐２）式とで示されるように，

所得稼得行動をおこなうと決定したサンプルのみ実際の所得額 logYiが観測さ

れることになる。

パラメーターの推定に，ヘックマンの二段階推定法が用いられた。まず，（１）

式のβ1をプロビット最尤法によって推定し，β1の推定値を用いて，ハザード

比率を推定し，これを（２）式に加え，最小二乗法を用いてβ2の推定値を得る方

法である(10)。

（１）式の X’1部分については，変数として，経験年数，経験年数の二乗，年

齢，性別ダミー，結婚の有無ダミー，地域ダミー（ジャカルタ特別州，中部ジャ

ワ州，東ジャワ州），産業ダミー（鉱業，製造業，建設業，商業，運輸・通信

業，金融・不動産業，ビジネス・サービス業，その他サービス業）を選択して，

β1をプロビット最尤法によって推定した。なお，推定結果は，紙幅の関係で

省略されたが，所得ゼロとそうでないグループは，統計的に有意に判別された(11)。

所得が正である場合の（２）式は，ミンサー型賃金方程式と Byron and Takahashi

（１９８９）とを参考に次のように定式化された(12)。

logYi＝a0＋a1Xi＋a2Xi
2＋�

�
bjDEji＋�

�
ckDXki＋u2i （４）

ただし，Yi：所得，Xi：経験年数，DEji：教育水準ダミー変数，DXki：そ

の他ダミー変数，a0，a1，a2，bj，ck：推定すべきパラメーター。

なお，経験年数は，（年齢－各教育水準の在学年数－６）とした。各教育水

準の在学年数は，Oey-Gardiner（１９９７）の図８．１を参考にして決定した(13)。教育

水準ダミー変数は，すべての無教育を基準に，小学校中退，小学校卒業，中学

インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析 －２０５－



校卒業，高等学校卒業，職業高等学校卒業，ディプロマⅠ又はⅡ修了，ディプ

ロマⅢ修了，ディプロマⅣ修了，および修士又は博士課程修了について，都市

部の男子と女子，および農村部の男子と女子の４系列作成した。その他のダミー

変数については，（４）式の計測結果である表１０，表１１と表１２とに示されるよう

に，ジョクジャカルタ特別州を基準とした地域ダミー，農業を基準とした産業

ダミーが選択された。

表１０と表１１とは，サンプル・セレクションモデルとしてではなく，所得が正

であったサンプルに対して最小二乗法で，（４）式を計測した結果である。表１０

は，サンプルの従事する産業ダミーが存在しない場合である。

まず，表１０のケース（Ⅰ）に注目しよう。推定された係数は，すべて統計的に有

意である。また，農村部の男子と女子の小学校中退ダミーの係数が負となった

以外，期待どおりの符号を示している。問題は，決定係数が，０．４８２と小さい

ことである。モデルに含まれるべき変数が欠落しているため，推定された係数

に欠落変数バイアスが含まれているといえる。試みに，ケース（Ⅰ）の回帰残差

の正と負との大きいサンプルをダミー変数で表現し，再度計測した結果が，ケー

ス（Ⅱ）である(14)。すべての係数がゼロであるかどうかを検定する F－値が大幅

に上昇し，決定係数が，０．８５４と改善され，計測結果が改善されたことがわか

る。問題は，残差ダミーで表現された変数が，何であるかという点である。前

節で観察されたように，サンプルが従事する産業においても，所得格差が存在

した点を考慮し，農業を基準とした産業ダミー変数を導入して計測した結果が，

表１１である。

次に，農業を基準とした産業ダミー変数を導入して計測した表１１のケース

（Ⅲ）に注目しよう。ケース（Ⅲ）の場合，無職の係数を除いて，推定された係数

がすべて統計的に有意である点は，表１０のケース（Ⅰ）と同様であるが，ケース

（Ⅰ）に較べて，決定係数が，０．５１４に上昇し，推定された係数における欠落変

数バイアスが改善されていることがわかる。しかし，まだ改善の余地があると

考えて，ケース（Ⅱ）と同様の残差ダミー変数を導入して計測した結果が，表１１

のケース（Ⅳ）である(15)。表１１のケース（Ⅳ）によれば，決定係数が，０．８６０と改

善され，欠落変数バイアスの減少効果があったといえる。さらに加えるべき変

－２０６－ インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析

数として，管理職から単純労働まで，個人の能力に対応した説明変数が欠落し

ているといえる。小稿において，これらの変数を加えることができないので，

残差ダミーが，これらの能力の代理変数であると仮定し，職能ダミーと呼ぶこ

とにした。これら説明変数の考察の結果を踏まえて，（４）式をサンプル・セレ

表１０ 所得関数の計測結果（ジャワ島，２００２年，その１）

ケース（Ⅰ） ケース（Ⅱ）
共通変数と
都市男子
ダミー変数
（１）

都市女子
ダミー変数

（２）

農村男子
ダミー変数

（３）

農村女子
ダミー変数

（４）

共通変数と
都市男子
ダミー変数
（５）

都市女子
ダミー変数

（６）

農村男子
ダミー変数

（７）

農村女子
ダミー変数

（８）
経験 EX ０．０４７ ０．０４７

（６８．７８） （１２９．５９）
経験の二乗 EX**2 －０．０００６９ －０．０００６８

（－５１．８７） （－９７．３４）
小学校中退 DE 1 ０．６３７ －０．０８２ ０．４２９ －０．２４３ ０．６２０ －０．０８２ ０．４１８ －０．２３２

（２７．２９） （－３．１９） （１８．３３） （－８．９４） （５０．０５） （－６．００） （３３．６６）（－１６．０８）
小学校卒業 DE 2 ０．７９９ ０．２４０ ０．６６７ ０．０９１ ０．７９３ ０．２４２ ０．６６８ ０．０９５

（４１．３６） （１１．４１） （３３．２９） （３．８７） （７７．３６） （２１．７３） （６２．７６） （７．６４）
中学校卒業 DE 3 ０．９９９ ０．６８０ ０．９３２ ０．６１２ ０．９９２ ０．６７０ ０．９１３ ０．５８２

（４９．７２） （３０．０２） （３９．９５） （１９．７０） （９３．０２） （５５．６９） （７３．８２） （３５．３１）
高等学校卒業 DE 4 １．３３７ １．１４９ １．２１１ ０．８２６ １．３３６ １．１３０ １．１８４ ０．７７４

（６８．３３） （５２．８３） （４５．４０） （１９．８９） （１２８．７２） （９７．９２） （８３．６７） （３５．１３）
職業高等学校卒業 DE 5 １．３３８ １．１８８ １．２５９ １．１２１ １．３３７ １．１６５ １．２３４ １．０４２

（６３．８５） （４７．８０） （４１．９６） （２５．１８） （１２０．１８） （８８．３５） （７７．５３） （４４．０６）
ディプロマⅠ又はⅡ修了 DE 6 １．６６６ １．４９７ １．５５５ １．４８１ １．６８４ １．４８０ １．５０７ １．４３０

（４８．５９） （４７．８８） （３５．６７） （３１．７０） （９２．５１） （８９．２１） （６５．１６） （５７．６８）
ディプロマⅢ修了 DE 7 １．８１８ １．６２５ １．６６１ １．５５０ １．８１９ １．６１０ １．６９３ １．５９７

（６８．５９） （５５．０４） （２８．８９） （１８．１６） （１２９．３４） （１０２．７７） （５５．５１） （３５．２７）
ディプロマⅣ修了 DE 8 ２．００３ １．７５２ １．６６６ １．３８２ ２．００３ １．７４９ １．６６２ １．２３７

（８９．７８） （６９．３５） （４０．４９） （２２．５７） （１６９．２１） （１３０．５０） （７６．１２） （３８．０６）
修士又は博士課程修了 DE 9 ２．３８２ ２．１７２ ２．０７１ ２．０５７ ２．３９９ ２．１５５ ２．３２５ ２．０３０

（４８．４３） （２３．８３） （６．６８） （３．３２） （９１．９２） （４４．５６） （１４．１４） （６．１８）
ジャカルタ特別州 RD 1 ０．５７６ ０．５９３

（３７．７１） （７３．２１）
西ジャワ州 RD 2 ０．３１４ ０．３２５

（２１．４５） （４１．８３）
中部ジャワ州 RD 3 ０．１２７ ０．１３０

（８．９５） （１７．２６）
東ジャワ州 RD 5 ０．１１８ ０．１１９

（８．３１） （１５．８３）
残差ダミーⅠ DZ 1 ０．６８１

（１８６．９１）
残差ダミーⅡ DZ 2 －０．９０６

（－２３７．７９）
定数項 ２．０４４ ２．０６９

（８８．４２） （１６７．８９）
自由度調整済み決定係数 ０．４８２ ０．８５４
F－値 １，１１０．５７ ６，６６８．３４
サンプル数 ５０，０８２ ５０，０８２

（注）カッコ内は t－値である。

インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析 －２０７－



表１１ 所得関数の計測結果（ジャワ島，２００２年，その２）

ケース（Ⅲ） ケース（Ⅳ）
共通変数と
都市男子
ダミー変数
（１）

都市女子
ダミー変数

（２）

農村男子
ダミー変数

（３）

農村女子
ダミー変数

（４）

共通変数と
都市男子
ダミー変数
（５）

都市女子
ダミー変数

（６）

農村男子
ダミー変数

（７）

農村女子
ダミー変数

（８）
経験 EX ０．０４５ ０．０４６

（６６．９８） （１２７．３３
経験の二乗 EX**2 －０．０００６４ －０．０００６５

（－４９．１３） （－９２．９２）
小学校中退 DE 1 ０．５１０ －０．１４１ ０．３９４ －０．２１５ ０．４７３ －０．１４２ ０．３７６ －０．２１７

（２２．３６） （－５．５９） （１７．３３） （－８．１４） （３８．６）（－１０．４６） （３０．７９）（－１５．３３）
小学校卒業 DE 2 ０．６３１ ０．１３４ ０．５６１ ０．０４２ ０．６２２ ０．１２２ ０．５５４ ０．０２８

（３３．０４） （６．４６） （２８．６２） （１．８４） （６０．７１） （１０．８９） （５２．６８） （２．３２）
中学校卒業 DE 3 ０．８０８ ０．５２２ ０．７６９ ０．４５６ ０．８０３ ０．５０１ ０．７４７ ０．４３４

（４０．４８） （２３．２８） （３３．６２） （１５．０４） （７４．９８） （４１．６２） （６０．８０） （２６．６２）
高等学校卒業 DE 4 １．１３２ ０．９７５ １．０３７ ０．６７５ １．１３５ ０．９６８ １．０１９ ０．６４６

（５７．７４） （４５．０４） （３９．５１） （１６．６６） （１０７．８８） （８３．３６） （７２．３４） （２９．７４）
職業高等学校卒業 DE 5 １．１３９ １．０５１ １．０９９ １．０３８ １．１４０ １．０３６ １．０９６ ０．９７６

（５４．６３） （４２．７９） （３７．３７） （２３．８９） （１０１．８３） （７８．５９） （６９．４５） （４１．８４）
ディプロマⅠ又はⅡ修了 DE 6 １．５６５ １．４４４ １．５４８ １．４９７ １．５７３ １．４２１ １．４８２ １．４６４

（４６．５１） （４６．８１） （３６．２３） （３２．６９） （８７．０８） （８５．８１） （６４．６０） （５９．５４）
ディプロマⅢ修了 DE 7 １．６３９ １．４９３ １．５７４ １．５５０ １．６４３ １．４９０ １．５９０ １．５９８

（６２．６２） （５１．３２） （２８．１１） （１８．６８） （１１６．９１） （９５．４０） （５２．９３） （３５．８９）
ディプロマⅣ修了 DE 8 １．８２５ １．６３４ １．５９９ １．３５７ １．８４１ １．６４５ １．５４８ １．２４３

（８１．７７） （６５．００） （３９．６６） （２２．７４） （１５３．６７） （１２１．９１） （７１．５２） （３８．８１）
修士又は博士課程修了 DE 9 ２．２４６ ２．０６８ １．８５７ ２．０８４ ２．２７９ ２．１２５ １．９５４ ２．０７８

（４６．７９） （２３．３７） （６．１９） （３．４８） （８８．４２） （４４．７５） （１２．１３） （６．４６）
ジャカルタ特別州 DR 1 ０．５７５ ０．５９２

（３８．８３） （７４．３６）
西ジャワ州 DR 2 ０．２９７ ０．３０８

（２０．８７） （４０．３０）
中部ジャワ州 DR 3 ０．１０２ ０．１１３

（７．３７） （１５．２３）
東ジャワ州 DR 5 ０．１１４ ０．１１６

（８．３１） （１５．７２）
鉱業 DIN 2 ０．５２９ ０．５４９

（１５．２８） （２９．５３）
製造業 DIN 3 ０．４４８ ０．４４９

（４１．２７） （７７．０２）
電気・ガス・水道
業

DIN 4 ０．５１７ ０．５０９
（１２．８６） （２３．６０）

建設業 DIN 5 ０．４５９ ０．４６２
（３４．０９） （６３．８）

商業 DIN 6 ０．３００ ０．３０５
（２３．８９） （４５．３４）

運輸・通信業 DIN 7 ０．４９５ ０．５０９
（３３．０２） （６３．２５）

金融・不動産業 DIN 8 ０．５３５ ０．５３１
（２６．０７） （４８．２０）

ビジネス・サービス業 DIN 9 ０．４３２ ０．４５０
（１６．３１） （３１．６２）

一般政府 DIN 10 ０．５２３ ０．４８８
（３６．７１） （６３．８５）

－２０８－ インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析

クションモデルとして計測した結果が，表１２である。

残差ダミーを職能ダミーとした表１２のケース（Ⅵ）に注目しよう(16)。推定され

た係数がすべて統計的に有意であり(17)，決定係数も０．８６０であり，計測結果は

統計的に有効であるといえる。

経験の係数は正であり，経験を経るにしたがって所得の上昇を意味し，妥当

な結果である。また，経験の二乗の係数は負であり，経験を経るにしたがって

所得が上昇するが，その上昇率が逓減することを意味し，妥当な結果である。

この結果は，過去に各国で計測されたミンサー型賃金関数の計測結果と同一で

ある。

次に，都市部の男女および農村部の男女における各教育水準ダミーの係数に

注目しよう。学歴の上昇とともに，それらの係数が上昇している点が確認でき

る。教育水準が高いほど，高所得を得ていることを意味し，妥当な結果である。

したがって，表１２のケース（Ⅵ）の所得関数の計測結果は，以下の分析に有効で

あるといえる。

表１１ （続き）

ケース（Ⅲ） ケース（Ⅳ）
共通変数と
都市男子
ダミー変数
（１）

都市女子
ダミー変数

（２）

農村男子
ダミー変数

（３）

農村女子
ダミー変数

（４）

共通変数と
都市男子
ダミー変数
（５）

都市女子
ダミー変数

（６）

農村男子
ダミー変数

（７）

農村女子
ダミー変数

（８）
その他サービス業 DIN 11 ０．１６７ ０．１５１

（１４．３７） （２４．１８）
無職 DIN 0 ０．２３０ ０．１３７

（１．６７） （１．８６）
職能ダミーⅠ DZ 1 ０．６８０

（１８８．１３）
職能ダミーⅡ DZ 2 －０．８８７

（－２３４．１６）
定数項 １．８６７ １．８７８

（８０．１９） （１４９．３０）
自由度調整済み決定係数 ０．５１４ ０．８６０
F－値 １，００１．２５ ５，５９７．１４
サンプル数 ５０，０８２ ５０，０８２

（注）カッコ内は t－値である。

インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析 －２０９－



表１２ 所得関数の計測結果（ジャワ島，２００２年，その３）

ケース（Ⅴ） ケース（Ⅵ）
共通変数と
都市男子
ダミー変数
（１）

都市女子
ダミー変数

（２）

農村男子
ダミー変数

（３）

農村女子
ダミー変数

（４）

共通変数と
都市男子
ダミー変数
（５）

都市女子
ダミー変数

（６）

農村男子
ダミー変数

（７）

農村女子
ダミー変数

（８）
経験 EX ０．０４４ ０．０４５

（６４．３３） （１２２．１９）
経験の二乗 EX**2 －０．０００６１ －０．０００６２

（－４５．９６） （－８６．９３）
小学校中退 DE 1 ０．３７８ －０．０６０ ０．２７１ －０．１６２ ０．３４８ －０．０５６ ０．２５６ －０．１６５

（１３．９５） （－２．２６） （１０．２６） （－６．００） （２３．９１） （－３．８８） （１８．０５）（－１１．３９）
小学校卒業 DE 2 ０．４８３ ０．２１４ ０．４２０ ０．１０６ ０．４７８ ０．２０７ ０．４１７ ０．０９７

（１９．２２） （９．５０） （１６．８０） （４．４３） （３５．４２） （１７．０９） （３１．１０） （７．５４）
中学校卒業 DE 3 ０．６４５ ０．５９５ ０．６１３ ０．５２７ ０．６４６ ０．５７６ ０．５９５ ０．５１２

（２４．０９） （２４．９９） （２１．３６） （１６．８４） （４４．９０） （４５．０７） （３８．６５） （３０．４７）
高等学校卒業 DE 4 ０．９５９ １．０３１ ０．８６７ ０．７３０ ０．９６６ １．０３３ ０．８５２ ０．７０４

（３５．１６） （４５．８３） （２６．９３） （１７．８５） （６５．９２） （８５．５１） （４９．２７） （３２．０１）
職業高等学校卒業 DE 5 ０．９６２ １．１０７ ０．９２３ １．０９４ ０．９６４ １．０９６ ０．９１３ １．０３９

（３３．６９） （４３．７５） （２６．１９） （２４．９５） （６２．８５） （８０．６２） （４８．２７） （４４．０８）
ディプロマⅠ又はⅡ修了 DE 6 １．３８３ １．５０１ １．３６１ １．５５６ １．３９５ １．４８２ １．３０４ １．５２１

（３５．３２） （４７．７２） （２８．７３） （３３．６６） （６６．３４） （８７．７５） （５１．２５） （６１．２７）
ディプロマⅢ修了 DE 7 １．４５５ １．５４２ １．３８６ １．５９９ １．４６２ １．５３９ １．４２４ １．６６７

（４３．９６） （５２．１６） （２３．２５） （１９．２６） （８２．２４） （９６．９３） （４４．４７） （３７．３７）
ディプロマⅣ修了 DE 8 １．６３７ １．６７９ １．４０７ １．４０３ １．６５８ １．６９４ １．３５６ １．２９１

（５３．７４） （６５．５８） （３０．９４） （２３．４５） （１０１．３８） （１２３．２３） （５５．５３） （４０．１７）
修士又は博士課程修了 DE 9 ２．０５２ ２．１０１ １．６６７ ２．１３０ ２．０９２ ２．１４８ １．７６６ ２．１２６

（３９．０３） （２３．７４） （５．５４） （３．５５） （７４．１１） （４５．２０） （１０．９４） （６．６１）
ジャカルタ特別州 DR 1 ０．５６４ ０．５８２

（３７．９４） （７２．９３）
西ジャワ州 DR 2 ０．２９６ ０．３０８

（２０．８１） （４０．３１）
中部ジャワ州 DR 3 ０．１０５ ０．１１８

（７．５９） （１５．９１）
東ジャワ州 DR 5 ０．０９０ ０．０９４

（６．４２） （１２．５３）
鉱業 DIN 2 ０．４８５ ０．５０９

（１３．８７） （２７．１０）
製造業 DIN 3 ０．１８０ ０．１８３

（５．７１） （１０．８４）
電気・ガス・水道業 DIN 4 ０．５４９ ０．５３８

（１３．６３） （２４．８４）
建設業 DIN 5 ０．２７２ ０．２７６

（１１．０６） （２０．８６）
商業 DIN 6 ０．１４４ ０．１５０

（６．７７） （１３．１０）
運輸・通信業 DIN 7 ０．２５６ ０．２７２

（８．４８） （１６．７４）
金融・不動産業 DIN 8 ０．２３７ ０．２３６

（６．１１） （１１．３３）
ビジネス・サービス業 DIN 9 ０．１４０ ０．１５３

（３．３６） （６．８３）
一般政府 DIN 10 ０．５４７ ０．５１８

（３７．７９） （６６．５５）

－２１０－ インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析

６．教育期間の収益率

（４）式は片対数式となっている。これを元の形に戻せば，確率誤差項を除外

して，次式で表現できる。

Yi＝�
�
（1＋gj）DE ji exp（a0＋a1Xi＋a2X i

2＋�
�

ckDXki） （５）

したがって，（４）式の係数 bjは（５）式における log（1＋gj）に対応する。各教

育水準 DEjの教育在学期間を njとした場合，各教育期間の収益率 hjは，

（1＋hj）n j = bj

より

hj＝exp（
��
��
）－１ （７）

として推定できる(18)。

表１２ （続き）

ケース（Ⅴ） ケース（Ⅵ）
共通変数と
都市男子
ダミー変数
（１）

都市女子
ダミー変数

（２）

農村男子
ダミー変数

（３）

農村女子
ダミー変数

（４）

共通変数と
都市男子
ダミー変数
（５）

都市女子
ダミー変数

（６）

農村男子
ダミー変数

（７）

農村女子
ダミー変数

（８）
その他サービス業 DIN 11 －０．１２６ －０．１４０

（－３．６６） （－７．５９）
無職 DIN 0 ０．２５０ ０．２０７

（１．８２） （２．８０）
職能ダミーⅠ DZ 1 ０．６８０

（１８８．１８）
職能ダミーⅡ DZ 2 －０．８８７

（－２３４．０８）
ハザード比率 RATIO ０．１２０ ０．１２０

（９．０７） （１６．９３）
定数項 １．８５１ １．８５４

（７９．３４） （１４７．１６）
自由度調整済み決定係数 ０．５１５ ０．８６０
F－値 ９８５．８３ ５，５００．５３
サンプル数 ５０，０８２ ５０，０８２

（注）カッコ内は t－値である。サンプルセレクションモデルとして推定された。なお，１段階目のプロビット関数の計測
結果は省略された。
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なお，（４）式を計測するに際して，無教育者を基準として各教育水準のダミー

変数を作成したので，（７）式右辺の njを１とした場合，無教育者の所得を基準

として各教育水準への所得の増加率を推定できる。この増加率を推定したのが，

表１３である。表１３には，表１１のケース（Ⅳ）における通常の最小二乗で計測した

係数を用いた場合を，通常モデルとして，そして，表１２のケース（Ⅵ）における

サンプル・セレクションモデルによって計測した係数を用いた場合を，サンプ

ル・セレクションモデルとして表示した。また，列方向の平均値，および行方

向の平均値は，表４のサンプル数で加重平均した値である。

表１３によれば，農村部男女のディプロマⅣ修了を例外としたすべての系列で，

教育水準の上昇とともに，所得の増加率が高まっていることが観察される。こ

の点は，列方向の平均値の数値で，再確認できる。都市部男子と農村部男子と

の増加率は，通常モデルを用いた場合の推定値より，サンプル・セレクション

モデルを用いた場合の推定値の方が小さく推定されている。しかし，都市部女

子と農村部女子との増加率は，二つのモデルの推定値が男子の場合と逆の関係

になっているが，原因は現時点で不明であり，解明は今後の課題である。行方

表１３ 無教育者の所得に対する教育水準別所得の増加率（２００２年）
（単位：％）

都市男子
（１）

都市女子
（２）

農村男子
（３）

農村女子
（４）

平 均
（５）

通常モデル

小学校中退 ６０．４ －１３．２ ４５．７ －１９．５ ２５．３
小学校卒業 ８６．３ １２．９ ７４．０ ２．９ ５５．８
中学校卒業 １２３．３ ６５．０ １１１．０ ５４．３ １０１．５
高等学校卒業 ２１１．１ １６３．３ １７７．１ ９０．８ １９１．７
職業高等学校卒業 ２１２．６ １８１．７ １９９．３ １６５．４ ２０１．４
ディプロマⅠ又はⅡ修了 ３８２．０ ３１４．０ ３４０．１ ３３２．２ ３４１．４
ディプロマⅢ修了 ４１７．０ ３４３．６ ３９０．６ ３９４．１ ３８７．２
ディプロマⅣ修了 ５３０．１ ４１８．２ ３７０．０ ２４６．７ ４７４．０
修士又は博士課程修了 ８７６．２ ７３７．６ ６０５．７ ６９８．６ ８４２．５
平 均 ２０８．０ １３８．７ １１３．５ ４５．４ １５７．８

サンプル・
セレクション
モデル

小学校中退 ４１．６ －５．４ ２９．２ －１５．２ １７．２
小学校卒業 ６１．２ ２３．０ ５１．８ １０．２ ４３．５
中学校卒業 ９０．８ ７７．９ ８１．３ ６６．９ ８４．０
高等学校卒業 １６２．７ １８１．０ １３４．５ １０２．１ １６３．１
職業高等学校卒業 １６２．１ １９９．１ １４９．３ １８２．５ １７０．４
ディプロマⅠ又はⅡ修了 ３０３．６ ３４０．２ ２６８．５ ３５７．６ ３１９．８
ディプロマⅢ修了 ３３１．４ ３６５．８ ３１５．３ ４２９．６ ３４６．０
ディプロマⅣ修了 ４２４．８ ４４４．４ ２８８．２ ２６３．７ ４１６．４
修士又は博士課程修了 ７１０．０ ７５６．６ ４８４．８ ７３８．３ ７１５．８
平 均 １６０．４ １５３．９ ８３．８ ５４．０ １３４．９

（注）平均値は，サンプル数による加重平均値である。

－２１２－ インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析

向の平均値は，都市部男子，都市部女子，農村部男子，農村部女子と順に小さ

くなり，現時点における都市農村別男女別教育による人的資本ストックの存在

の偏りを示しているといえる。

表１４は，（７）式にしたがって推定された都市農村別男女別の教育水準別教育

期間に対する収益率である。表１３の場合と同様に，表１１のケース（Ⅳ）の推定結

果を用いて収益率を推定した場合を通常モデルによる推定結果として，また，

表１２のケース（Ⅵ）の推定結果を用いて収益率を推定した場合をサンプル・セレ

クションモデルによる推定結果として表示した。

表１４によれば，二つのモデルにおける都市部男子の収益率は，世界の先行推

計例と同称に小学校中退より中学校卒業まで低下を示す。しかし，それは高等

学校卒業で上昇し，それから職業高等学校卒業で低下し，ディプロマⅠ又はⅡ

修了で上昇し，それからディプロマⅢ修了で低下し，ディプロマⅣ修了から上

昇し，修士又は博士課程修了でさらに上昇している。教育の収益率は，教育期

間の長さと共に低下するのが先行推計例であるが，表１４の都市部男子の場合，

表１４ 教育水準別教育期間に対する収益率（２００２年）
（単位：％）

都市男子
（１）

都市女子
（２）

農村男子
（３）

農村女子
（４）

平 均
（５）

通常モデル

小学校中退 １７．１ １３．４ ９．１
小学校卒業 １０．９ ２．１ ９．７ ０．５ ７．３
中学校卒業 ９．３ ５．７ ８．７ ４．９ ８．０
高等学校卒業 ９．９ ８．４ ８．９ ５．５ ９．３
職業高等学校卒業 ９．２ ８．３ ８．８ ７．８ ８．９
ディプロマⅠ又はⅡ修了 １２．４ １１．１ １１．６ １１．５ １１．６
ディプロマⅢ修了 １１．６ １０．４ １１．２ １１．２ １１．１
ディプロマⅣ修了 １２．２ １０．８ １０．２ ８．１ １１．５
修士又は博士課程修了 １３．５ １２．５ １１．５ １２．２ １３．３
平 均 １０．６ ６．０ ９．６ ２．５ ８．５

サンプル・
セレクション
モデル

小学校中退 １２．３ ８．９ ６．４
小学校卒業 ８．３ ３．５ ７．２ １．６ ６．１
中学校卒業 ７．４ ６．６ ６．８ ５．９ ７．０
高等学校卒業 ８．４ ９．０ ７．４ ６．０ ８．４
職業高等学校卒業 ７．７ ８．８ ７．３ ８．３ ７．９
ディプロマⅠ又はⅡ修了 １０．９ １１．６ １０．１ １１．９ １１．２
ディプロマⅢ修了 １０．２ １０．８ １０．０ １１．８ １０．５
ディプロマⅣ修了 １０．９ １１．２ ８．９ ８．４ １０．８
修士又は博士課程修了 １２．３ １２．７ １０．３ １２．５ １２．４
平 均 ８．６ ６．８ ７．３ ３．１ ７．４

（注）平均値は，サンプル数による加重平均値である。なお，増収率がマイナスのセルは，収益率を空白とし，
加重平均値は，そのセルの値がゼロとして計算された。
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収益率は，上下を繰り返している。これは，初級教育，中級教育，および上級

教育におけるそれぞれの収益率曲線があり，初級教育から中級教育へ，中級教

育から上級教育へいくにしたがって，収益率曲線が右へシフトしている結果で

あると理解できる。初級，中級，および上級教育の収益率曲線の右へシフトし

た状況を考えれば，都市部女子，農村部男子，および農村部女子の各教育水準

における収益率の変動を理解することができる。

都市農村別男女別の中級教育以上の収益率は，見かけ上，近似的で，大差が

存在しない点が観察される。したがって，都市農村間および男女間における所

得格差の解消には先行推計例の結論と異なり，中級以上の教育投資は有効であ

るといえる。この点は，初級教育から中級教育へ，中級教育から上級教育へい

くにしたがって，収益率曲線が右へシフトするという仮説によっても支持され

るといえる。

ジャワ島全体でみた場合の教育の収益率は，表１４における平均値の平均の部

分に表されている。通常のモデルによる場合，それは８．５％であり，サンプル・

セレクションモデルによる場合，それは７．４％となっている。

これらの結果を，Psacharopulos（１９９４）によって引用されたインドネシアに

ついての過去の推計結果と比較してみよう(19)。Byron and Takahashi（１９８９）の

収益率は，ジャワ島都市部の１９８１年のスサナス・データを用い，小稿と同様の

所得関数の計測結果より，推定したものであり，１７％という高い値を得ている。

１７％という数値は，Psacharopulosからの引用であり，Byron and Takahashiは，

この数値を，初級教育修了による増収額と大学卒業による増収額との差額と，

両教育終了までの在学期間の差の年数とを用いて，複利計算で収益率を計算し

たものである(20)。したがって，小稿の数値と意味が異なっている。

Psacharopulos（１９９４）の引用によればMcMahon and Boediono（１９９２）の収

益率は，１９８９年のサカナス・データ（SAKERNAS ; National Labor Force Survey）

を用い，中級教育の収益率１１．０％と上級教育の収益率５．０％とを得た(21)。小稿

の表１４における列方向の平均値と較べた場合，逆の大小関係となっている。こ

の際，McMahon and Boedionoの収益率はコスト・ベネフィット分析により推

定したものである(22)。逆の関係については，今後の検討課題である。

－２１４－ インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析

Duflo（２００１）は，１９７３－１９７８年の期間の INPRES計画の成果としての教育

の収益率は，６．８％から１０．６％におよぶと推定している(23)。INPRES計画は，

小学校増設計画であり，Dufloの収益率は，小稿の表１４の小学校卒業の収益率

に対応するものであるといえ，彼の推計値は，小稿の推計結果を良く支持して

いるといえる。

過去の教育の収益率の推計値のうち，Dufloの収益率の推定値以外は，表１４

の収益率の推定値を支持するものでなかった。しかし，小稿の推論の過程から

判断して，表１４の推計値が現時点で，最善のものであると考える。

７．むすび

貧困解消の手段として，また，所得格差解消手段として，教育投資の有効性

が指摘され，インドネシアにおいても，教育投資が実施されてきた。しかし，２０００

年時点に，インドネシアの貧困水準以下の人口比率が１９．１％と，貧困問題は解

消せず，依然として所得格差が存在している。したがって，所得格差解消手段

として，教育投資が，現時点においても有効である点を示すことを，小稿の課

題とした。そのために，人口の３／５が居住するジャワ島について，インドネシ

アの家計調査である２００２年調査のスサナスの個別結果表を用い，ミンサー型賃

金方程式を変形して所得関数を計測し，各教育レベルにおける教育投資の収益

率を推定することによって，課題への解答を以下のように求めた。

まず，記述統計によって，所得格差の存在を示した。それは，４つの分類，

すなわち，男女別，都市農村別，都市部男女別，および農村部男女別に，一人

あたり１ヶ月所得の相対度数のヒストグラムを描くことによって知ることがで

き，加えて，男子平均所得は女子のそれより高く，都市部平均所得は農村部の

それより高く，都市部の男子所得が女子のそれより高く，そして，農村部の男

子所得が女子のそれより高い点が明らかになった。そして，これらの点は，平

均値の差の検定によって，確認された。これら４つの分類による所得格差は，

最終学歴による教育水準の分類においても，サンプルが従事する産業の分類に

おいても，確認された。
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教育水準を，男女別に比較した場合，女子に較べ，男子の高学歴比率が観察

され，都市農村別に比較した場合，農村部に較べ，都市部の高学歴の比率が高

い点が観察され，都市内部および農村内部における男女別に比較した場合，女

子に較べて男子の高学歴の比率の高い点が観察された。そして，所得と教育水

準との間に，正の相関の存在することが確認された。また，各教育水準におい

ても所得格差の存在が確認された。

サンプル・セレクションモデルにより，ミンサー型の所得格差を説明するモ

デルが定式化され，係数が推計された。なお，説明変数として，経験年数，経

験年数の二乗，無教育サンプルを基準とした都市農村別かつ男女別の教育水準

別ダミー変数，ジョクジャカルタ特別州を基準とした地域ダミー変数，および

農林水産業従事サンプルを基準とした産業ダミー変数が選択された。計測され

た所得関数は，統計的にも，経済学的意味づけにおいても満足いくものであっ

た。小稿において関心事である教育水準ダミー変数の係数の推定結果は，教育

水準の上昇と共に上昇する結果が得られた。

所得関数の計測結果を用いて，都市農村別男女別各教育水準における教育期

間に対する収益率を推定した。推定された収益率は，教育水準の上昇と共に低

下せず，上下変動を示した。これは，初級教育，中級教育，および上級教育に

おけるそれぞれの収益率曲線があり，初級教育から中級教育へ，中級教育から

上級教育へいくにしたがって，収益率曲線が右へシフトしている結果であると

理解された。

都市農村別男女別の中級教育以上の収益率は，見かけ上，近似的で，大差が

存在しない点が観察され，都市農村間および男女間における所得格差の解消に

は，中級以上の教育投資は，現時点のインドネシアにおいて有効であることを

示しているといえる。

注

＊：小稿は，2004年度日本学術振興会科学研究費「インドネシア農村の貧困とその要
因分析」（課題番号：14402029，研究代表者：本台進）における筆者の研究成果の一
部である。本研究の機会とスサナスの個別結果表利用の機会とを与えられた国際東
アジア研究センター本台進研究部長，および，インドネシアについての多くの情報
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と資料とを与えられた長崎県立大学中村和敏講師に感謝の意を表す次第である。し
かし，小稿に含まれる誤りは，すべて筆者の責任である。なお，小稿における記述
統計の計算，および回帰計算は，すべて SAS（Statistical Analysis System）ソフトウ
エアを用いておこなわれた。
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付表１ 都市農村別男女別所得の度数分布表
（階級単位：万ルピア／人／月）

階 級
都 市 農 村

男子計
（７）

女子計
（８）

合 計
（９）男子

（１）
女子
（２）

小計
（３）

男子
（４）

女子
（５）

小計
（６）

－１０未満 ２８７ ６４９ ９３６ ３６２ ７４１ １，１０３ ６４９ １，３９０ ２，０３９

１０以上－２０未満 ９７０ ２，３５９ ３，３２９ １，１９９ １，４８８ ２，６８７ ２，１６９ ３，８４７ ６，０１６

２０以上－３０未満 ２，０２２ ２，２０６ ４，２２８ １，４６０ ９８０ ２，４４０ ３，４８２ ３，１８６ ６，６６８

３０以上－４０未満 ３，０９５ １，６６１ ４，７５６ １，７８９ ４３０ ２，２１９ ４，８８４ ２，０９１ ６，９７５

４０以上－５０未満 ３，１３０ １，２７２ ４，４０２ １，５１１ ２４４ １，７５５ ４，６４１ １，５１６ ６，１５７

５０以上－６０未満 １，９９２ ８７１ ２，８６３ ６４１ ８０ ７２１ ２，６３３ ９５１ ３，５８４

６０以上－７０未満 ２，２４６ ６９５ ２，９４１ ６８２ ６６ ７４８ ２，９２８ ７６１ ３，６８９

７０以上－８０未満 １，６９７ ６０４ ２，３０１ ４２２ ５８ ４８０ ２，１１９ ６６２ ２，７８１

８０以上－９０未満 １，４３５ ５７１ ２，００６ ２８２ ６９ ３５１ １，７１７ ６４０ ２，３５７

９０以上－１００未満 １，１３４ ３９８ １，５３２ ２３８ ８９ ３２７ １，３７２ ４８７ １，８５９

１００以上－１１０未満 １，００２ ４１０ １，４１２ １４４ ５３ １９７ １，１４６ ４６３ １，６０９

１１０以上－１２０未満 ４１０ １７３ ５８３ １４０ ５２ １９２ ５５０ ２２５ ７７５

１２０以上－１３０未満 ８５３ ３４４ １，１９７ １９４ ６３ ２５７ １，０４７ ４０７ １，４５４

１３０以上－１４０未満 ３６５ ９５ ４６０ １０７ ２７ １３４ ４７２ １２２ ５９４

１４０以上－１５０未満 ２４６ ６７ ３１３ ６８ ８ ７６ ３１４ ７５ ３８９

１５０以上－１６０未満 ７３１ ２２７ ９５８ ６６ ９ ７５ ７９７ ２３６ １，０３３

１６０以上－１７０未満 １３４ ２６ １６０ ２５ １ ２６ １５９ ２７ １８６

１７０以上－１８０未満 １６７ ４３ ２１０ １５ ３ １８ １８２ ４６ ２２８

１８０以上－１９０未満 １５８ ２６ １８４ １１ ０ １１ １６９ ２６ １９５

１９０以上－２００未満 ５０ ６ ５６ ４ ０ ４ ５４ ６ ６０

２００以上－２１０未満 ３１８ ８７ ４０５ １０ １ １１ ３２８ ８８ ４１６

２１０以上－２２０未満 ３７ ７ ４４ １ ０ １ ３８ ７ ４５

２２０以上－２３０未満 ４１ １３ ５４ １ ０ １ ４２ １３ ５５

２３０以上－２４０未満 ２２ ４ ２６ ２ ０ ２ ２４ ４ ２８

２４０以上－２５０未満 １３ ６ １９ ０ ２ ２ １３ ８ ２１

２５０以上－２６０未満 １６３ ３７ ２００ ４ １ ５ １６７ ３８ ２０５

２６０以上－２７０未満 １５ ２ １７ ３ ０ ３ １８ ２ ２０

２７０以上－２８０未満 ３４ ３ ３７ ２ ０ ２ ３６ ３ ３９

２８０以上－２９０未満 １５ ０ １５ １ ０ １ １６ ０ １６

２９０以上－３００未満 １０ ２ １２ ０ ０ ０ １０ ２ １２

３００以上－ ４５３ １０５ ５５８ １６ ３ １９ ４６９ １０８ ５７７

合 計 ２３，２４５ １２，９６９ ３６，２１４ ９，４００ ４，４６８ １３，８６８ ３２，６４５ １７，４３７ ５０，０８２

（資料）SUSENAS個別結果表。
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付表２ ジャワ島内地域別所得の度数分布表
（階級単位：万ルピア／人／月）

階 級
ジャカルタ
特別州
（１）

西ジャワ州

（２）

中部ジャワ州

（３）

ジョクジャカルタ
特別州
（４）

東ジャワ州

（５）

合 計

（６）

－１０未満 ４７ ３１１ ７０６ １１１ ８６４ ２，０３９

１０以上－２０未満 ２９８ １，００６ ２，１２７ ２７５ ２，３１０ ６，０１６

２０以上－３０未満 ５４２ ９８８ ２，５２３ ４０９ ２，２０６ ６，６６８

３０以上－４０未満 ４２１ １，１６８ ２，７０２ ４１９ ２，２６５ ６，９７５

４０以上－５０未満 ５４６ １，３７２ １，８７２ ２２４ ２，１４３ ６，１５７

５０以上－６０未満 ６６０ ９０３ ８２２ １１３ １，０８６ ３，５８４

６０以上－７０未満 ７７８ ９６６ ８０１ １００ １，０４４ ３，６８９

７０以上－８０未満 ６９７ ７０１ ５６６ ７９ ７３８ ２，７８１

８０以上－９０未満 ６５２ ５４６ ４７１ ９２ ５９６ ２，３５７

９０以上－１００未満 ３８８ ４２６ ４６５ ７５ ５０５ １，８５９

１００以上－１１０未満 ４４２ ３４８ ３５５ ６２ ４０２ １，６０９

１１０以上－１２０未満 ９５ １９１ ２２８ ２９ ２３２ ７７５

１２０以上－１３０未満 ２８６ ３２９ ３５７ ５２ ４３０ １，４５４

１３０以上－１４０未満 １０８ １０９ １７１ ２８ １７８ ５９４

１４０以上－１５０未満 ６８ ８６ ８４ ２２ １２９ ３８９

１５０以上－１６０未満 ３６１ ２２７ １７４ ３５ ２３６ １，０３３

１６０以上－１７０未満 ５４ ３１ ４４ ７ ５０ １８６

１７０以上－１８０未満 ７９ ５０ ３０ ７ ６２ ２２８

１８０以上－１９０未満 ６３ ４８ ３４ ５ ４５ １９５

１９０以上－２００未満 １５ ７ １３ ４ ２１ ６０

２００以上－２１０未満 １９２ ９５ ５６ ９ ６４ ４１６

２１０以上－２２０未満 １７ ７ １０ ３ ８ ４５

２２０以上－２３０未満 ２４ １３ ５ ４ ９ ５５

２３０以上－２４０未満 １２ ６ ５ ０ ５ ２８

２４０以上－２５０未満 １３ ３ ３ ０ ２ ２１

２５０以上－２６０未満 １０３ ４３ ２２ ５ ３２ ２０５

２６０以上－２７０未満 １１ ５ ２ １ １ ２０

２７０以上－２８０未満 １３ １１ ４ ０ １１ ３９

２８０以上－２９０未満 １１ １ １ ０ ３ １６

２９０以上－３００未満 １０ １ ０ ０ １ １２

３００以上－ ３０３ １１６ ８６ ２１ ５１ ５７７

合 計 ７，３０９ １０，１１４ １４，７３９ ２，１９１ １５，７２９ ５０，０８２

平均所得 １０３．８ ６５．８ ５２．３ ５３．９ ５２．７ ６２．７

（標準偏差） （１８９．２） （７９．５） （１２６．６） （６７．６） （８２．８） （１１７．８）

平均所得（２） ７１．０ ４７．１ ３６．２ ３７．３ ３７．２ ４２．６

対数平均所得 ４．２６３ ３．８５３ ３．５８９ ３．６２ ３．６１７ ３．７５２

（標準偏差） （０．８０９） （０．８１８） （０．８１４） （０．８４２） （０．８５１） （０．８６０）

（資料）SUSENAS個別結果表。
（注）平均値および標準偏差は，個別サンプルより計算された数値である。平均値（２）は，幾何平均値である。

単位は，万ルピア／人／月である。
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付表３ 都市農村別男女別産業別サンプルの分布（ジャワ島，２００２年）

都 市 農 村
男子計
（７）

女子計
（８）

合 計
（９）男子

（１）
女子
（２）

小計
（３）

男子
（４）

女子
（５）

小計
（６）

実 数

農林水産業 １，０９２ ４７９ １，５７１ ２，２３２ １，４０９ ３，６４１ ３，３２４ １，８８８ ５，２１２

鉱業 １５３ ２９ １８２ １２９ １１ １４０ ２８２ ４０ ３２２

製造業 ６，９０３ ４，５２１ １１，４２４ ２，０７０ １，５５９ ３，６２９ ８，９７３ ６，０８０ １５，０５３

電気・ガス・水道業 １９０ ２１ ２１１ ２８ ０ ２８ ２１８ ２１ ２３９

建設業 ２，１６７ ６７ ２，２３４ １，５８５ １７ １，６０２ ３，７５２ ８４ ３，８３６

商業 ３，５９５ ２，０７６ ５，６７１ ６３１ ２８２ ９１３ ４，２２６ ２，３５８ ６，５８４

運輸・通信業 １，９７１ ２３０ ２，２０１ ５８５ １９ ６０４ ２，５５６ ２４９ ２，８０５

金融・不動産業 ７２５ ３３０ １，０５５ １０６ ２３ １２９ ８３１ ３５３ １，１８４

ビジネス・サービス業 ４１６ １３２ ５４８ ５２ １１ ６３ ４６８ １４３ ６１１

一般政府 ２，４９３ ６６８ ３，１６１ ６８４ ８０ ７６４ ３，１７７ ７４８ ３，９２５

その他サービス業 ３，５３３ ４，４１２ ７，９４５ １，２９１ １，０５６ ２，３４７ ４，８２４ ５，４６８ １０，２９２

無職 ７ ４ １１ ７ １ ８ １４ ５ １９

合 計 ２３，２４５ １２，９６９ ３６，２１４ ９，４００ ４，４６８ １３，８６８ ３２，６４５ １７，４３７ ５０，０８２

構成比（Ａ）
（％）

農林水産業 ２１．０ ９．２ ３０．１ ４２．８ ２７．０ ６９．９ ６３．８ ３６．２ １００．０

鉱業 ４７．５ ９．０ ５６．５ ４０．１ ３．４ ４３．５ ８７．６ １２．４ １００．０

製造業 ４５．９ ３０．０ ７５．９ １３．８ １０．４ ２４．１ ５９．６ ４０．４ １００．０

電気・ガス・水道業 ７９．５ ８．８ ８８．３ １１．７ ０．０ １１．７ ９１．２ ８．８ １００．０

建設業 ５６．５ １．８ ５８．２ ４１．３ ０．４ ４１．８ ９７．８ ２．２ １００．０

商業 ５４．６ ３１．５ ８６．１ ９．６ ４．３ １３．９ ６４．２ ３５．８ １００．０

運輸・通信業 ７０．３ ８．２ ７８．５ ２０．９ ０．７ ２１．５ ９１．１ ８．９ １００．０

金融・不動産業 ６１．２ ２７．９ ８９．１ ９．０ １．９ １０．９ ７０．２ ２９．８ １００．０

ビジネス・サービス業 ６８．１ ２１．６ ８９．７ ８．５ １．８ １０．３ ７６．６ ２３．４ １００．０

一般政府 ６３．５ １７．０ ８０．５ １７．４ ２．０ １９．５ ８０．９ １９．１ １００．０

その他サービス業 ３４．３ ４２．９ ７７．２ １２．５ １０．３ ２２．８ ４６．９ ５３．１ １００．０

無職 ３６．８ ２１．１ ５７．９ ３６．８ ５．３ ４２．１ ７３．７ ２６．３ １００．０

合 計 ４６．４ ２５．９ ７２．３ １８．８ ８．９ ２７．７ ６５．２ ３４．８ １００．０

構成比（Ｂ）
（％）

農林水産業 ４．７ ３．７ ４．３ ２３．７ ３１．５ ２６．３ １０．２ １０．８ １０．４

鉱業 ０．７ ０．２ ０．５ １．４ ０．２ １．０ ０．９ ０．２ ０．６

製造業 ２９．７ ３４．９ ３１．５ ２２．０ ３４．９ ２６．２ ２７．５ ３４．９ ３０．１

電気・ガス・水道業 ０．８ ０．２ ０．６ ０．３ ０．０ ０．２ ０．７ ０．１ ０．５

建設業 ９．３ ０．５ ６．２ １６．９ ０．４ １１．６ １１．５ ０．５ ７．７

商業 １５．５ １６．０ １５．７ ６．７ ６．３ ６．６ １２．９ １３．５ １３．１

運輸・通信業 ８．５ １．８ ６．１ ６．２ ０．４ ４．４ ７．８ １．４ ５．６

金融・不動産業 ３．１ ２．５ ２．９ １．１ ０．５ ０．９ ２．６ ２．０ ２．４

ビジネス・サービス業 １．８ １．０ １．５ ０．６ ０．２ ０．５ １．４ ０．８ １．２

一般政府 １０．７ ５．２ ８．７ ７．３ １．８ ５．５ ９．７ ４．３ ７．８

その他サービス業 １５．２ ３４．０ ２１．９ １３．７ ２３．６ １６．９ １４．８ ３１．４ ２０．６

無職 ０．０ ０．０ ０．０ ０．１ ０．０ ０．１ ０．０ ０．０ ０．０

合 計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

（資料）SUSENAS個別結果表。
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－２２２－ インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析

付表５ 所得と教育水準との相関表（ジャワ島，男子，２００２年）
（階級単位：万ルピア／人／月）

階 級

無教育

（１）

小学校
中 退

（２）

小学校
卒 業

（３）

中学校
卒 業

（４）

高等学校
卒 業

（５）

職業高等
学校卒業

（６）

ディプロマ
Ⅰ又はⅡ
修了
（７）

ディプロマ
Ⅲ修了

（８）

ディプロマ
Ⅳ修了

（９）

修士又は
博士課程
修了
（１０）

合 計

（１１）

－１０未満 ３７ １２９ ２０３ １１８ ８６ ４８ １２ ８ ８ ０ ６４９

１０以上－２０未満 １６５ ３９４ ８７０ ３４８ １８３ １２４ ２３ １４ ４６ ２ ２，１６９

２０以上－３０未満 １１８ ５３６ １，３１７ ７００ ４３４ ２８３ １９ ２０ ５３ ２ ３，４８２

３０以上－４０未満 １１６ ５６８ １，７９１ １，０９６ ７１４ ４８４ ２１ ３５ ５７ ２ ４，８８４

４０以上－５０未満 ６６ ４８３ １，６７２ ９７０ ８２７ ５１０ １８ ３２ ６２ １ ４，６４１

５０以上－６０未満 ２３ １８５ ７５６ ５０９ ６６９ ３３３ ２５ ４８ ８３ ２ ２，６３３

６０以上－７０未満 ２３ １８７ ８３５ ６０８ ７１５ ３９６ ３３ ５５ ７３ ３ ２，９２８

７０以上－８０未満 １２ ７５ ４２４ ４１２ ６７９ ３１４ ２７ ６７ １０７ ２ ２，１１９

８０以上－９０未満 ４ ３６ ２２４ ２８１ ６２８ ２７７ ５２ ８０ １３４ １ １，７１７

９０以上－１００未満 ３ ２０ １４８ １８６ ４６２ ２４１ ６５ ８７ １５７ ３ １，３７２

１００以上－１１０未満 ２ １０ ４８ １２４ ４０１ １７７ ５０ ９６ ２２８ １０ １，１４６

１１０以上－１２０未満 ０ ３ １６ ４８ １４４ １０９ ６４ ４７ １１８ １ ５５０

１２０以上－１３０未満 １ １４ ３８ ８８ ３１４ １８１ ９２ １１３ ２０１ ５ １，０４７

１３０以上－１４０未満 ０ ３ １２ ３６ １１７ ６９ ４８ ５４ １２７ ６ ４７２

１４０以上－１５０未満 ０ １ ６ ２０ ７２ ４９ ３９ ３７ ８６ ４ ３１４

１５０以上－１６０未満 ０ ２ ３０ ４０ ２３６ １００ ３１ １０５ ２２９ ２４ ７９７

１６０以上－１７０未満 ０ １ ２ １１ ４８ ２３ １１ ２４ ３６ ３ １５９

１７０以上－１８０未満 ０ １ ４ ９ ４３ ２１ ９ ２２ ６４ ９ １８２

１８０以上－１９０未満 ０ ０ ３ ８ ４５ １２ ５ ２１ ５９ １６ １６９

１９０以上－２００未満 ０ ０ ０ ２ ９ ４ ４ ４ ２６ ５ ５４

２００以上－２１０未満 ０ ０ ６ １１ ８９ ２４ ９ ４２ １３０ １７ ３２８

２１０以上－２２０未満 ０ ０ ２ ２ ２ ６ ０ １０ １１ ５ ３８

２２０以上－２３０未満 ０ １ ０ ２ １２ １ １ ５ １７ ３ ４２

２３０以上－２４０未満 ０ ０ ０ １ ４ ４ １ ５ ８ １ ２４

２４０以上－２５０未満 ０ ０ ０ ０ ３ ２ １ ４ ３ ０ １３

２５０以上－２６０未満 ０ １ ０ ３ ２８ １３ ５ ２４ ８２ １１ １６７

２６０以上－２７０未満 ０ １ ０ ０ ５ １ １ ３ ６ １ １８

２７０以上－２８０未満 ０ ０ ０ １ ７ １ ２ ５ １７ ３ ３６

２８０以上－２９０未満 ０ ０ １ ０ ２ ０ ０ ２ １１ ０ １６

２９０以上－３００未満 ０ ０ ０ ０ ２ ０ １ ２ ４ １ １０

３００以上－ ０ ３ １０ ２０ ７２ ２２ １４ ５９ ２２６ ４３ ４６９

合 計 ５７０ ２，６５４ ８，４１８ ５，６５４ ７，０５２ ３，８２９ ６８３ １，１３０ ２，４６９ １８６ ３２，６４５

（資料）SUSENAS個別結果表。
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１
，８
５９

１
，６
０９ ７７
５

１
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６８ ７４
４
３４
８
１３
１
１０
８ ５４ ３３ ２２ １９ １１ ２５ ６ ５ １４ ０ ３ ０ ３ ７ ０ １ ０ １ ０ １ ２ ０ ０ ７

５
，２
１２

階
級

－
１０
未
満

１０
以
上
－
２０
未
満

２０
以
上
－
３０
未
満

３０
以
上
－
４０
未
満

４０
以
上
－
５０
未
満

５０
以
上
－
６０
未
満

６０
以
上
－
７０
未
満

７０
以
上
－
８０
未
満

８０
以
上
－
９０
未
満

９０
以
上
－
１０
０
未
満

１０
０
以
上
－
１１
０
未
満

１１
０
以
上
－
１２
０
未
満

１２
０
以
上
－
１３
０
未
満

１３
０
以
上
－
１４
０
未
満

１４
０
以
上
－
１５
０
未
満

１５
０
以
上
－
１６
０
未
満

１６
０
以
上
－
１７
０
未
満

１７
０
以
上
－
１８
０
未
満

１８
０
以
上
－
１９
０
未
満

１９
０
以
上
－
２０
０
未
満

２０
０
以
上
－
２１
０
未
満

２１
０
以
上
－
２２
０
未
満

２２
０
以
上
－
２３
０
未
満

２３
０
以
上
－
２４
０
未
満

２４
０
以
上
－
２５
０
未
満

２５
０
以
上
－
２６
０
未
満

２６
０
以
上
－
２７
０
未
満

２７
０
以
上
－
２８
０
未
満

２８
０
以
上
－
２９
０
未
満

２９
０
以
上
－
３０
０
未
満

３０
０
以
上
－ 合

計



付表６ 所得と教育水準との相関表（ジャワ島，女子，２００２年）
（階級単位：万ルピア／人／月）

階 級

無教育

（１）

小学校
中 退

（２）

小学校
卒 業

（３）

中学校
卒 業

（４）

高等学校
卒 業

（５）

職業高等
学校卒業

（６）

ディプロマ
Ⅰ又はⅡ
修了
（７）

ディプロマ
Ⅲ修了

（８）

ディプロマ
Ⅳ修了

（９）

修士又は
博士課程
修了
（１０）

合 計

（１１）

－１０未満 ２６６ ３３７ ４５１ １３１ １００ ４０ ２８ ７ ３０ ０ １，３９０

０以上－２０未満 ５２３ ７４５ １，５７９ ５６８ １９７ １３４ ２６ ２６ ４９ ０ ３，８４７

２０以上－３０未満 ２３６ ４２２ １，２７８ ６３８ ３１４ １８８ ３６ ２６ ４８ ０ ３，１８６

３０以上－４０未満 ６６ １６０ ６５４ ４５０ ４３３ ２１４ ２０ ３７ ５７ ０ ２，０９１

４０以上－５０未満 １０ ６２ ３０４ ３６４ ４３４ ２０４ ３７ ３７ ６４ ０ １，５１６

５０以上－６０未満 ４ １６ １０４ ２０２ ３３５ １３９ ３０ ４６ ７４ １ ９５１

６０以上－７０未満 ３ １７ ８１ １３７ ２６７ １２０ ３３ ５２ ５１ ０ ７６１

７０以上－８０未満 ０ ３ ３９ ６５ ２３３ １０６ ５２ ７４ ９０ ０ ６６２

８０以上－９０未満 ０ ４ ２０ ３０ ２０７ １０６ ７３ ９０ １０９ １ ６４０

９０以上－１００未満 １ ３ ４ １５ １１１ ８７ １０９ ６１ ９５ １ ４８７

１００以上－１１０未満 ０ ２ ２ １０ ９３ ４８ ９５ ７２ １３４ ７ ４６３

１１０以上－１２０未満 ０ ０ ０ ３ ３３ ３３ ７３ ３３ ４９ １ ２２５

１２０以上－１３０未満 ０ １ ２ ７ ６２ ６１ ８７ ６２ １１９ ６ ４０７

１３０以上－１４０未満 ０ ０ ０ １ １７ １９ ３０ ２０ ３２ ３ １２２

１４０以上－１５０未満 ０ １ ０ ０ １２ ６ １４ １５ ２６ １ ７５

１５０以上－１６０未満 １ ０ ２ ３ ３６ １７ ２３ ４５ １０３ ６ ２３６

１６０以上－１７０未満 ０ ０ ０ ０ ４ １ １ ５ １６ ０ ２７

１７０以上－１８０未満 ０ １ ２ ２ ３ ２ ４ ６ ２３ ３ ４６

１８０以上－１９０未満 ０ ０ ０ ０ ２ ２ ２ ７ １２ １ ２６

１９０以上－２００未満 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ４ １ ６

２００以上－２１０未満 ０ ０ １ ３ ８ ６ １ １３ ４８ ８ ８８

２１０以上－２２０未満 １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ５ ０ ７

２２０以上－２３０未満 ０ ０ ０ ０ ３ ０ ０ ３ ５ ２ １３

２３０以上－２４０未満 ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ３ ０ ４

２４０以上－２５０未満 ０ ０ １ ０ １ ０ １ １ ４ ０ ８

２５０以上－２６０未満 ０ ０ １ ０ ５ ２ １ ３ ２３ ３ ３８

２６０以上－２７０未満 ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ １ ０ ２

２７０以上－２８０未満 ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ １ １ ０ ３

２８０以上－２９０未満 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

２９０以上－３００未満 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２ ０ ２

３００以上－ ０ １ ４ ２ １２ ２ ４ １５ ６４ ４ １０８

合 計 １，１１１ １，７７５ ４，５２９ ２，６３１ ２，９２３ １，５３７ ７８２ ７５９ １，３４１ ４９ １７，４３７

（資料）SUSENAS個別結果表。

－２２４－ インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析

付表７ 所得と教育水準との相関表（ジャワ島，都市，２００２年）
（階級単位：万ルピア／人／月）

階 級

無教育

（１）

小学校
中 退

（２）

小学校
卒 業

（３）

中学校
卒 業

（４）

高等学校
卒 業

（５）

職業高等
学校卒業

（６）

ディプロマ
Ⅰ又はⅡ
修了
（７）

ディプロマ
Ⅲ修了

（８）

ディプロマ
Ⅳ修了

（９）

修士又は
博士課程
修了
（１０）

合 計

（１１）

－１０未満 １１０ １８５ ２７４ １３５ １２１ ５６ １６ １３ ２６ ０ ９３６

１０以上－２０未満 ３１３ ５２３ １，２８８ ５９１ ２８８ １８９ ２９ ３６ ７０ ２ ３，３２９

２０以上－３０未満 １６５ ４８１ １，５１４ ９１４ ６２４ ３７０ ４１ ３８ ７９ ２ ４，２２８

３０以上－４０未満 ９２ ４０８ １，４４８ １，０９３ ９３９ ５８７ ３４ ５９ ９４ ２ ４，７５６

４０以上－５０未満 ３８ ３１１ １，１８２ ９６２ １，０７９ ６０５ ５１ ６０ １１３ １ ４，４０２

５０以上－６０未満 １２ １２４ ５５５ ５６９ ９０８ ４１９ ４８ ８７ １３９ ２ ２，８６３

６０以上－７０未満 １４ １３２ ５９８ ５８３ ８９０ ４６０ ５７ ９４ １１０ ３ ２，９４１

７０以上－８０未満 ６ ５１ ２９７ ３７５ ８３５ ３６７ ５８ １２７ １８３ ２ ２，３０１

８０以上－９０未満 ４ ３０ １８３ ２４６ ７４０ ３２６ ９３ １５９ ２２４ １ ２，００６

９０以上－１００未満 ２ １４ １０４ １６９ ５１３ ２６４ １１４ １３３ ２１５ ４ １，５３２

１００以上－１１０未満 １ ９ ３６ １１２ ４５３ １９５ １０３ １６２ ３２４ １７ １，４１２

１１０以上－１２０未満 ０ １ １２ ４０ １５５ １０５ ７６ ６１ １３２ １ ５８３

１２０以上－１３０未満 ０ １２ ２９ ６９ ３３６ １８９ １２０ １５２ ２７９ １１ １，１９７

１３０以上－１４０未満 ０ １ ７ ３０ １１６ ６１ ４１ ６２ １３３ ９ ４６０

１４０以上－１５０未満 ０ ２ ３ １８ ７５ ４４ ３０ ４９ ８７ ５ ３１３

１５０以上－１６０未満 １ ２ ２７ ３７ ２５８ １０８ ４２ １４０ ３１４ ２９ ９５８

１６０以上－１７０未満 ０ ０ ２ ８ ４６ １９ ８ ２５ ４９ ３ １６０

１７０以上－１８０未満 ０ ２ ４ １１ ４１ １９ ９ ２６ ８６ １２ ２１０

１８０以上－１９０未満 ０ ０ ２ ６ ４６ １３ ６ ２５ ６９ １７ １８４

１９０以上－２００未満 ０ ０ ０ １ ９ ４ ３ ４ ２９ ６ ５６

２００以上－２１０未満 ０ ０ ４ １３ ９３ ３０ １０ ５４ １７６ ２５ ４０５

２１０以上－２２０未満 １ ０ １ ２ ２ ６ ０ １１ １６ ５ ４４

２２０以上－２３０未満 ０ ０ ０ ２ １５ １ １ ８ ２２ ５ ５４

２３０以上－２４０未満 ０ ０ ０ １ ５ ４ １ ４ １０ １ ２６

２４０以上－２５０未満 ０ ０ ０ ０ ４ ２ ２ ５ ６ ０ １９

２５０以上－２６０未満 ０ ０ １ ３ ３０ １５ ６ ２６ １０５ １４ ２００

２６０以上－２７０未満 ０ ０ ０ ０ ４ １ １ ３ ７ １ １７

２７０以上－２８０未満 ０ ０ ０ １ ７ １ ３ ６ １７ ２ ３７

２８０以上－２９０未満 ０ ０ １ ０ １ ０ ０ ２ １１ ０ １５

２９０以上－３００未満 ０ ０ ０ ０ ２ ０ １ ２ ６ １ １２

３００以上－ ０ ３ １０ １６ ８３ ２２ １６ ７３ ２８８ ４７ ５５８

合 計 ７５９ ２，２９１ ７，５８２ ６，００７ ８，７１８ ４，４８２ １，０２０ １，７０６ ３，４１９ ２３０ ３６，２１４

（資料）SUSENAS個別結果表。

インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析 －２２５－



付表８ 所得と教育水準との相関表（ジャワ島，農村，２００２年）
（階級単位：万ルピア／人／月）

階 級

無教育

（１）

小学校
中 退

（２）

小学校
卒 業

（３）

中学校
卒 業

（４）

高等学校
卒 業

（５）

職業高等
学校卒業

（６）

ディプロマ
Ⅰ又はⅡ
修了
（７）

ディプロマ
Ⅲ修了

（８）

ディプロマ
Ⅳ修了

（９）

修士又は
博士課程
修了
（１０）

合 計

（１１）

－１０未満 １９３ ２８１ ３８０ １１４ ６５ ３２ ２４ ２ １２ ０ １，１０３

１０以上－２０未満 ３７５ ６１６ １，１６１ ３２５ ９２ ６９ ２０ ４ ２５ ０ ２，６８７

２０以上－３０未満 １８９ ４７７ １，０８１ ４２４ １２４ １０１ １４ ８ ２２ ０ ２，４４０

３０以上－４０未満 ９０ ３２０ ９９７ ４５３ ２０８ １１１ ７ １３ ２０ ０ ２，２１９

４０以上－５０未満 ３８ ２３４ ７９４ ３７２ １８２ １０９ ４ ９ １３ ０ １，７５５

５０以上－６０未満 １５ ７７ ３０５ １４２ ９６ ５３ ７ ７ １８ １ ７２１

６０以上－７０未満 １２ ７２ ３１８ １６２ ９２ ５６ ９ １３ １４ ０ ７４８

７０以上－８０未満 ６ ２７ １６６ １０２ ７７ ５３ ２１ １４ １４ ０ ４８０

８０以上－９０未満 ０ １０ ６１ ６５ ９５ ５７ ３２ １１ １９ １ ３５１

９０以上－１００未満 ２ ９ ４８ ３２ ６０ ６４ ６０ １５ ３７ ０ ３２７

１００以上－１１０未満 １ ３ １４ ２２ ４１ ３０ ４２ ６ ３８ ０ １９７

１１０以上－１２０未満 ０ ２ ４ １１ ２２ ３７ ６１ １９ ３５ １ １９２

１２０以上－１３０未満 １ ３ １１ ２６ ４０ ５３ ５９ ２３ ４１ ０ ２５７

１３０以上－１４０未満 ０ ２ ５ ７ １８ ２７ ３７ １２ ２６ ０ １３４

１４０以上－１５０未満 ０ ０ ３ ２ ９ １１ ２３ ３ ２５ ０ ７６

１５０以上－１６０未満 ０ ０ ５ ６ １４ ９ １２ １０ １８ １ ７５

１６０以上－１７０未満 ０ １ ０ ３ ６ ５ ４ ４ ３ ０ ２６

１７０以上－１８０未満 ０ ０ ２ ０ ５ ４ ４ ２ １ ０ １８

１８０以上－１９０未満 ０ ０ １ ２ １ １ １ ３ ２ ０ １１

１９０以上－２００未満 ０ ０ ０ １ ０ ０ １ １ １ ０ ４

２００以上－２１０未満 ０ ０ ３ １ ４ ０ ０ １ ２ ０ １１

２１０以上－２２０未満 ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １

２２０以上－２３０未満 ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １

２３０以上－２４０未満 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ １ ０ ２

２４０以上－２５０未満 ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ２

２５０以上－２６０未満 ０ １ ０ ０ ３ ０ ０ １ ０ ０ ５

２６０以上－２７０未満 ０ １ ０ ０ １ ０ １ ０ ０ ０ ３

２７０以上－２８０未満 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ １ ２

２８０以上－２９０未満 ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ １

２９０以上－３００未満 ０ ０ ０ ０ ２ ０ １ ２ ６ １ １２

３００以上－ ０ １ ４ ６ １ ２ ２ １ ２ ０ １９

合 計 ９２２ ２，１３８ ５，３６５ ２，２７８ １，２５７ ８８４ ４４５ １８３ ３９１ ５ １３，８６８

（資料）SUSENAS個別結果表。

－２２６－ インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析


